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 序  

本書は 2007-10 年にかけておこなった大学生調査および大学教員調査（第 1 回調査）、および 2018 年―

2019 年にかけておこなった第 2 回調査の結果をもとにして、ほぼ 2010 年から 2020 年にいいたる 10 年間

に日本の大学における教育がどのように変化してきたかを分析しようとするものである。 

１．目的  

戦後日本の大学教育は、戦前からのエリート型の教育から、アメリカ型の民主的な大学教育へと、制度的

な転換を行った。さらに 1960 年台はおりからの高度経済成長を反映して就学需要が急速に拡大し、いわゆ

るエリート段階から大衆化段階への劇的な飛躍が生じた。さらに 1990 年台からは 18 歳人口の減少を背景

として、いわゆるユニバーサル段階に達している。しかしそれは量的な観点からの変化であって、ひとたば

質的な内容に目を向ければ、むしろ従来の問題が変形して根強く残っているというべきであろう。 

それは一言でいえば、大学における学生の学修の質的な密度が低い、という点にある。それは様々な形で

戦後一貫して指摘されてきた点である。それは大衆化が進んだ一方で、教員一人あたりの学生数が多い、と

いう経済的な貧困と同時に、大学の中での学生の学修経験の密度も低い。しかも学生・教員比率は 1990 年

台以降は徐々に改善されてきているものの、学生の学修時間はまだアメリカのそれと比べても、圧倒的に短

いことは、第一回調査の結果によって具体的に示された。 

 他方で、1990 年代からの社会経済変化は国際的に大学教育改革を重要な社会的課題とさせた。具体的に

は、高付加価値型の産業による発展が課題となり、大学卒業生の知識・技能の妥当性・有効性が求められる

ようになる一方で、経済成長率の鈍化によって公財政がひっ迫し、高等教育のコスト負担に困難が生じ、高

等教育ユニバーサル化によって大学入学者の資質に大きな変化が生じてきた。 

 ここから生じる改革への要求は先進諸国に共通してみられる。さらに日本では 18 歳人口の減少が独自の

要因となった。こうした背景から大学【改革】が課題となり、国立大学法人化（2004）、私学高度化推進特

別補助（2004）、各種ＧＰ（2005）、そしてその後の一連の競争資金の導入、各種補助金の選定における大

学教育観連の項目の条件化、などの政策が進められてきた。その中軸となる論理は中教審答申『学士課程教

育の構築に向けて』(2008)、『予測困難な時代において生涯学び続け、主体的に考える力を育成する大学へ』

（2012）などに述べられている。 

 こうした政策は恣意的に形成されたのではない。その背景にあったのは高等教育の現状に対して社会に共

有される強い不満であった。また 18 歳人口の減少の中で大学の経営層も様々な改革を推進せざるを得なか

った。しかしこのような情勢は前述の日本的特質との間に大きな軋轢を生じさせる。その中で【改革疲れ】

も生じているといわれた。その中で日本の大学教育の実態はどのようなものであり、それはどのように変化

しているのか。これが本調査の基本的な問題関心である。 

２．研究組織と調査  

こうした観点から我々は、2008 年から 2011 年にかけて科研費【学術創成研究】をうけて一連の調査を行

った。その一部が『全国学生調査』（2008）、および『全国教員調査』（2009）である。それから約 10 年た

ってその後の変化を知るために、第二回の学生、教員調査（2018、2019）を行った。1 

 

 
1 第 1 回調査の理論的背景は、体系的な分析は次にまとめられている。金子元久『大学教育の再構築』玉

川大学出版部、2013 年。 
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実施  

調査の実施にあたっては以下の二つの科学研究費補助金を得た。学術創成研究『高等教育グランドデザイ

ン策定のための基礎的調査分析』、2005-2009 年度、研究代表者 金子元久、課題番号 17GS010、および基

盤研究（A）『大学教育改革の動態とその規定』、2018-2020年度、研究代表者 金子元久、課題番号 18H03655。

また実施主体は東京大学大学院教育額研究科の経営政策研究センター（CRUMP）とした。調査の概要は以

下のとおりである。 

 

第 1 回  大学生調査  2007-8 年 123 大学、288 学部、48,233 人 

教員調査  2010 年  5,311 人 

全国の大学からサンプリング 

第 2 回  大学生調査  2018 年  77 大学 154 学部、32,913 人  

第 1 回調査の協力校からサンプルを選出 

教員調査  2019 年  77 大学 154 学部、2829 人  

大学生調査の協力校に依頼 

 

学生調査  

第 1 回 CRUMP の学生調査は 2007 年に、127 大学 288 学部の協力を得て実施し、回答者は 48、233 人

だった。第 2 回 CRUMP の学生調査は、2018 年に第 1 回調査に協力いただいた大学に再び協力をお願い

し、結果として、77 大学 154 学部の協力を得て、32,913 人から回答を得ることができた。 

教員調査  

第 1 回 CRUMP の『全国大学教員調査』は国公私立大学の大学教員を対象として、2010 年 2 月に実施し

た。回答者数は 2、965 人、送出した調査票数に対して 30.6%となる。第 2 回の CRUMP 大学教員調査は、

2019 年夏に行った。全国大学生調査に協力していただいた 77 大学、154 学部に所属する専任教員の方々に

協力をお願いし、2,829 人の方から回答をいただいた。 

参加者  

調査票の設計、調査実施、分析には金子のほか、以下のメンバーが当たった（50 音順、所属は略）。阿曽

沼明裕、王帥、小方直幸、谷村英洋、島一則、濱中義隆、林未央、朴澤泰男、両角亜希子、福留東土、吉川

裕美子、山岸直司。 

これまでの報告書  

これらの調査の調査票、回答総平均、および各調査からの報告書については、http://ump.p.u-

tokyo.ac.jp/crump/を参照されたい。主な報告書には以下のものがある。 

●『全国大学生調査―第 1 次報告書』 （2008 年 5 月)  http://ump.p.u-tokyo.ac.jp/crump/resource/ccs%

20report1.pdf 

http://ump.p.u-tokyo.ac.jp/crump/
http://ump.p.u-tokyo.ac.jp/crump/
http://ump.p.u-tokyo.ac.jp/crump/resource/ccs%20report1.pdf
http://ump.p.u-tokyo.ac.jp/crump/resource/ccs%20report1.pdf
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●『全国大学生調査 追跡調査報告書』（2009 年 12 月）http://ump.p.u-tokyo.ac.jp/crump/resource/21%E

5%B9%B4%E5%BA%A6%E8%AA%BF%E6%9F%BB%E5%A0%B1%E5%91%8A%E6%9B%B8%EF%

BC%88Web%E7%94%A8%EF%BC%89.pdf 

●『大学教育の現状と将来 ―全国大学教員調査― 報告書』（2010 年 6 月）http://ump.p.u-tokyo.ac.jp/c

rump/resource/kyoin-chosa.pdf 

●『第 2 回全国大学生調査（2018）第 1 次報告書』、2019 年 8 月。http://ump.p.u-tokyo.ac.jp/crump/

resource/%E3%80%8E%E7%AC%AC2%E5%9B%9E%E5%85%A8%E5%9B%BD%E5%A4%A7%E5%

AD%A6%E7%94%9F%E8%AA%BF%E6%9F%BB%EF%BC%882018%EF%BC%89_%E7%AC%AC%E

F%BC%91%E6%AC%A1%E5%A0%B1%E5%91%8A%E6%9B%B8%E3%80%8F%20ver.4.pdf 

 

３．本書における分析  

 本書はこれまでの 2 回にわたる大学生調査、大学教員のデータをまとめることによって観察し得ること

を目的としている。 

分析の内容  

 第 1 章では学生調査を中心として、学生の受けた授業、学生が考える授業の効果、満足度、生活様態、そ

して大学入学以前の学習行動などの主要項目について、2007 年と 2018 年の調査結果を比較し、大きな変

化が見らえた点、あるいは見られなかった点についてまとめた。 

 第２章は、教員調査の結果から、大学教員の授業の実践、授業への考え方、授業の効果について考えかた、

大学の教育方針、授業に対する接し方の変化、そして高等教育の政策などについて、2010 年の 2019 年と

の相違をまとめた。また必要におうじて、専門分野、年齢などのとの関連を分析した。 

 第 3 章では、学生調査の結果と教員調査の結果を対比した。とくに第 2 回調査では、同じ大学・学部に属

する教員、学生の双方に調査を行っていることから、教員の認知・行動と、学生のそれとの関連を分析する

ことが可能となった。このために、（第 1 回、第 2 回の学生データの平均・分布、第 2 回の教員回答の平均・

分布を内容とする、学部を単位とうるデータセットを作成して分析した。これらを用いて、具体的に教員と

学生の相互作用がどのような意味を、大学授業のあり方とその効果に与えるかを分析した 

統計的観点と二時点間比較分析のためのデータ補正  

 本書の分析の多くは、データの二時点間の比較に焦点をおいている。このため二時点間の差異の統計的な

有意性が重要な視点となるが、2 回の調査ともサンプル数がかなり多いために、グラフなどを目視して一定

の差がみられる場合はほとんど統計的な有意性がある。分析中においても、差があることを指摘している場

合には、有意水準を 99 パーセントとして有意であることを基準とし、煩雑をさけるために、一部を除いて、

とくに差の有意水準を明記していない。 

なお学生、教員調査のいずれにおいても、調査実施上の制約から、厳密なサンプリングを行っていない。

また行っていたとしても、結果としてのサンプルに何等かの偏りが生じることは避けがたい。これは 2 時点

間の比較に特に重要な障害となる。またこの調査の回答への協力をいただいた大学は国立大学が多かったた

めに、サンプルには国立大学が多く含まれている。このため、サンプルを、設置者別の分布によって補正す

ることした。母集団については学校基本調査における、大学生および大学教員の分布を用いた。サンプルお

よび母集団の分布、およびそこから算出した補正係数については、附Ａおよび附Ｂに示した。 

http://ump.p.u-tokyo.ac.jp/crump/resource/kyoin-chosa.pdf
http://ump.p.u-tokyo.ac.jp/crump/resource/kyoin-chosa.pdf
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 以下の本書での統計数値はすべて、この補正を行ったものを用いる。またしたがって、各図表にはサンプ

ル数を表示しない。 
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第１章．学生調査  

1.0 概観  

 

 第 1 回の大学生調査と第 2 回のそれとには、回答の選択をする質問としては、10 問の質問があり、総数

で 68 の項目がある。その回答を比較して、少なくとも一つの選択肢（＜強くそう思う＞、＜そう思う＞、

等）の選択率が 2 時点間で 5％ポイント以上あった項目を算出した。また同様にして少なくとも 10％ポイ

ント以上あった項目も算出した（図表 1.0.1）。これを見ると、5％ポイント以上の変化があった項目は全体

の約半数にあたり、10％ポイント以上の変化があった項目は全体の約 7 分の１の 16 パーセントだった。 

 変化があった点は次のようにまとめることができる。第一は大学の教育プログラム、授業方法に関する質

問（第 2 回調査の問２、問４）、第二は授業に対する学生の評価および大学に対する満足度（問８）で、お

おむねプラスの方向への変化がみられる。第三に、高校での学習時間、読んだ本の数で、ここでは顕著なマ

イナスの方向への変化がみられた。他方で変化のなかった項目も、変化のあった項目との関連を考えると、

重要な示唆を与えるものと考えられる。 

 

図表 1.0.1 変化があった項目数のカウント 

第 

1 回 

第 

２回 

 比較可

能な質

問数 

変化があった 

項目数 

割合（％） 

５％ 

以上 

10% 

以上 

５％ 

以上 

10% 

以上 

問１ 問２ 入学後の経験・あったか 7 7 4 100.0 57.1 

問１ 問２ 入学後の経験・有用か 6 1 0 16.7 0.0 

問３ 問３ 受けた授業の形態・規模 5 0 0 0.0 0.0 

問４ 問４ 授業方法・あったか 8 8 3 100.0 37.5 

  授業方法・必要か 8 0 0 0.0 0.0 

問 11 問７ 自分の将来・大学との関係 3 0 0 0.0 0.0 

問８ 問８ 授業は役立っているか 9 6 1 66.7 11.1 

  自分の実力 9 4 1 44.4 11.1 

問 9 問９ 満足度 7 6 1 85.7 14.3 

問 23 問 10 高校での学習時間 1 1 0 100.0 0.0 

問 18 問 11 本を読む冊数 1 1 1 100.0 100.0 

問 29 問 15 悩み 4 2 0 50.0 0.0 

  計 68 36 11 52.9 16.2 

      注： 網掛けは、5％以上の変化があった項目が半数を超える場合 

 

 以下では特に変化のあった項目を中心として分析を行い、さらにそれとの関連で変化のなかった項目が意

味するものを考える。 
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1.1 授業の経験  

授業形態  

 まず注目されるのは学生の経験した授業についての変化である。授業方法についていくつかの点から聞い

ている。授業方法の普及度のパターンをみると、第 2 回調査の結果は、第 1 回とほぼ同様であった（図表

1.1.1 および図表 1.1.2）。すなわち【e. 最終試験の他に小テストやレポートなどの課題が出される 】、およ

び【 d. 出席が重視される 】が最も高く、＜よくあった＞と＜ある程度あった＞を加えると 8 割から 9 割

に達する。他方で【f.適切なコメントが付されて課題などの提出物が返却される】については 3 割程度にす

ぎない 

 

図表 1.1.1 体験した授業方法 －項目ごとの変化 

 第２回調査（％） 第 1 回からの増減(%ﾎﾟｲﾝﾄ) 肯
定
の
増
減 

(%
ﾎ

ﾟｲ

ﾝ
ﾄ) 

 ほ
と
ん
ど 

な
か
っ
た 

あ
ま
り 

な
か
っ
た 

あ
る
程
度 

あ
っ
た 

よ
く
あ
っ
た 

ほ
と
ん
ど 

な
か
っ
た 

あ
ま
り
な
か
っ

た あ
る
程
度 

あ
っ
た 

よ
く
あ
っ
た 

e.最終試験の他に小テ

ストやレポートなど

の課題が出される 

1.2  7.1  49.5  42.2  -0.5 -2.3 -3.7 6.6 2.9 

 d.出席が重視される 2.8  12.9  49.0  35.4  0.8 3.6 1.8 -6.1 -4.3 

 b.理解がしやすいよう

に工夫されている 
2.6  19.9  66.3  11.1  -2.0 -10.0 7.2 4.8 12.0 

 a.授業内容に興味がわ

くよう工夫されてい

る 

4.0  24.8  62.0  9.1  -2.8 -8.2 7.0 4.0 12.0 

 h.グループワークな

ど、学生が参加する機

会がある 

7.5  29.3  48.8  14.4  -17.0 -7.2 17.8 6.4 24.2 

 c.ＴＡなどによる補助

的な指導がある 
23.3  33.6  34.0  9.1  -9.5 0.4 6.3 2.7 9.0 

 g.授業中に自分の意見

や考えを述べる 
14.2  39.1  38.3  8.4  -11.5 -2.5 10.6 3.3 13.9 

f.適切なコメントが付

されて課題などの提

出物が返却される 

25.6  38.2  28.9  7.3  -7.9 0.2 5.5 2.2 7.7 

注： 網掛けは【第 1 回からの増減】は±5%ポイント以上の変化、【肯定の増減】は±10%ポイント以上の変化 

出所： 第 1 回の問４、第 2 回の問４から算出 
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図表 1.1.2 体験した授業方法 ―第 1回と第 2回の対比 

 

出所： 第 1 回の問４、第 2 回の問４． 

 

 ただし授業方法の頻度は全般に増加している。すでにほぼ飽和に達している【e. 小テスト、レポート】お

よび【d. 出席】をのぞけば、他の授業方法があったとする回答は、第 1 回から第 2 回の間にかなり拡大し

ている。とくに【h. グループワークなど、学生が参加する機会がある 】については肯定（＜よくあった＞

と＜ある程度あった＞の計）が 24%ポイントも上昇している。また【g. 授業中に自分の意見や考えを述べ

る】についても肯定が 14%ポイントの上昇を見せている。要するに学生の参加を促すタイプの授業が大幅

に普及した。 

 その次に拡大したのが【b. 理解がしやすいように工夫されている】および【a. 授業内容に興味がわくよ

う工夫されている】で、それぞれ 12%ポイントの幅で上昇した。さらに【c. ＴＡなどによる補助的な指導

がある】および【f. 適切なコメントが付されて課題などの提出物が返却される】もそれぞれ 9～8％ポイン

ト上昇した。授業で教える対象を中軸とした授業改善はある程度、進んでいるものの、また絶対水準自体が

高いとはいえない。 

 このような変化は、大学の設置者別にみても、相違は少ない。特に、学生参加志向の授業の拡大は、国公

私立の大学設置者により差が少なく、ほぼ一般に進んでいる（図表 1.1.3）。これは後述の教員調査の結果と

も符合している。この十年間における、もっとも注目するべき変化といえよう。 

 なお設置者別の差が少ないのは他の項目についてもほぼ同様であることは、たとえば【f. 提出物へのコメ

ント】についてもみられる（図表 1.1.4）。 
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図表 1.1.3 グループワークの変化（％） － 大学設置者別 

出所： 前図表に同じ。 

 

図表 1.1.4 提出物へのコメント（％） － 大学設置者別

 

出所： 前図表に同じ。 
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学習時間  

 第 1 回 CRUMP の結果は 2007 年の時点で、日本の大学生が授業外での学習に使っている時間がきわめ

て少ないことを示した。学期中の生活時間の中で（一週間）、【授業・実験の課題の準備・復習】に使ってい

る時間としては、＜0 時間＞が約 1 割、＜１－５＞時間が約 6 割で、授業外での学習時間が 5 時間にみたな

い学生があわせて 7 割におよぶことが明らかになった。これは大学設置基準が要求する授業外学習時間の

約半分にすぎず、アメリカと比べても、きわめて低水準にある。 

 第 2 回 CRUMP 調査でも学習時間についての質問を設定した。ただし、以前の調査では＜1-5 時間＞と

していた選択肢を、＜1-2 時間＞と＜3-5 時間＞の二つに分割した。しかしこの結果は予想外の結果をもた

らしたと考えられる。 

学生の学習時間については、第 1 回 CRUMP 調査（2007 年）のあとに、国立教育政策研究所が、同様の

質問票をもちいて、2014 年からほぼ 2 年ごとに調査を行っている。2第 1 回 CRUMP 調査の結果と、その

後の国立教育政策研究所の 2 回の調査、そして今回の第 2 回 CRUMP 調査の結果をまとめて図表 1.1.5 に

示した。 

 

 図表 1.1.5 教室外学習時間の分布 –1，2 回学生調査と国立政策研究所調査 

 

 6 時間未満 6－10 

時間 

11－15 

時間 

16 

時間以上  計 0 時間 1-2 時間 3-5 時間 

第 1 回 CRUMP 

（2007） 
66  10  56  19  8  ８ 

国研 2014 69 12 57 19 7 5 

国研 2016 69 11 58 20 7 4 

国研 2019 67 9 58 18 7 6 

第 2 回 CRUMP 

（2018） 
74  9  36  30  15  5  5 

  CRUMP2007,2018 は 1~3 学年生のみ、国公私立の構成比による補正すみ。 

国研調査は 1，2 学年生のみ 

  

これをみると、国研調査では学習時間 6 時間未満が、2010 年台に入ってもほとんど停滞しているという結

果が出ており、しかもそれが安定している。これに比べると、第 2 回 CRUMP 調査では 6 時間未満が大き

い。他方で＜6-10 時間＞が小さい。これは、これまでであれば＜6-10 時間＞を選択していた回答者の一定

の部分が、<3-5 時間＞を選択したと結果でると考えられる。したがって、第 1 回調査と第 2 回調査の間で、

6 時間未満の学生の割合を直接には比較することができないことになる。 

 

 

  

 
2 濱中義隆「大学の授業はどう変化したのか」、『IDE 現代の高等教育』、624（2020 年 11 月） 
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1.2 授業と能力形成  

 調査票は大学の授業が自分の知識・能力、コンピテンシーにどの程度、役に立っていると思うかを聞いて

いる。結果をみると（図表 1.2.1 および図表 1.2.2）、第 1 回、第 2 回ともに、【b. 専門分野の知識・理解】

において肯定的な答えが多く、より一般的なコンピテンスにかかわる項目（ a.【将来の職業に関連する知

識や技能】、【f. 幅広い知識、もののみかた】、【e. ものごとを分析的・批判的に考える力】）について評価が

低い、というパターンは変わっていない。 

 しかし第 1 回と第 2 回とを比べれば、五つの項目すべてにおいて、肯定的な評価に大きくシフトしてい

る。とくに比較的に評価が低かった【c. 論理的に文章を書く力】については、第 1 回では肯定の答え（＜役

立っている＞と＜ある程度役にたっている＞の計）が 5 割弱にすぎず、否定的な答えよりもむしろ少なかっ

たが、今回では肯定的な評価が 16%ポイント上昇し、肯定的な評価が 6 割に達した。また外国語について

もある程度、評価があがっている。 

 

図表 1.2.1 授業と能力形成 －変化幅 

 第２回調査（％） 第１回からの増減(%ﾎﾟｲﾝﾄ) 肯定の 

増減 

(%ﾎﾟｲﾝﾄ) 

 
役
立
っ
て
い
な

い あ
ま
り
役
立
っ

て
い
な
い 

ま
あ
役
立
っ
て

い
る 

役
立
っ
て
い
る 

計 役
立
っ
て
い
な

い あ
ま
り
役
立
っ

て
い
な
い 

あ
る
程
度
役
立

っ
て
い
る 

役
立
っ
て
い
る 

b.専門分野の知識・

理解 
3.4  17.5  50.2  28.9  100.0  -1.4  -7.4  0.1  8.7  8.8 

a.将来の職業に関連

する知識や技能 
5.4  21.5  48.2  24.9  100.0  -3.3  -7.8  4.6  6.5  11.1 

f.幅広い知識、もの

のみかた 
4.1  22.6  52.7  20.6  100.0  -3.6  -8.6  7.5  4.7  12.2 

e.ものごとを分析

的・批判的に考え

る力 

4.7  27.6  51.4  16.3  100.0  -4.5  -8.8  8.8  4.5  13.3 

c.論理的に文章を書

く力 
7.1  31.5  45.6  15.7  100.0  -7.8  -7.8  11.4  4.2  15.7 

 d.外国語の力 19.1  36.4  32.4  12.1  100.0  -7.0  -0.1  5.5  1.5  7.0 

注： 網掛けは【第 1 回からの増減】は±5%ポイント以上の変化、【肯定の増減】は±10%ポイント以上の変化 

出所： 第 1 回の問８、第 2 回の問８． 
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図表 1.2.2  授業の効果 

 

出所： 前図表に同じ。 

 

 また設置者別にみてみると（図表 1.2.3）、第 1 回と第 2 回のいずれにおいても、汎用的なコンピテンスに

ついて国公立より私立大学のほうが評価が高い。ただし経時的にみれば、いずれの項目においても、設置形

態にかかわらず、評価が肯定のほうに大きく転換している。 

 

  

11 12 12 
16 

12 
16 16 

21 18 
25 

20 

29 

27 

32 34 

46 

43 

51 
45 

53 

44 

48 
50 

50 

0

10

20

30

40

50

60

70

80

第1

回

第2

回

第1

回

第2

回

第1

回

第2

回

第1

回

第2

回

第1

回

第2

回

第1

回

第2

回

d.外国語の力 c.論理的に文

章を書く力

e.ものごとを

分析的・批判

的に考える力

f.幅広い知

識、もののみ

かた

a.将来の職業

に関連する知

識や技能

b.専門分

野の知

識・理解

まあ役

立って

いる

役立っ

ている



 

16 

 

図表 1.2.3 授業の効果 －大学の設置者別 

 

出所： 前図表に同じ。 

 

 これらの結果の解釈は必ずしも自明ではない。以下の三つの説明が考えられる。 

① 実際に授業が改善され、それぞれの効果があがるようになっている。 

② 大学、教員が授業がどのような知識・能力を形成するかを説明している。カリキュラム・ポリシー、

あるいは「カリキュラム・マップ」などによって授業が何を目的にしているかを明文化し、教員がそれを意

識するとともに、学生もある程度、そうした狙いを理解するようになっている。。 

③ 学生が心理的に大学教育を肯定的に評価する傾向が強くなっている。社会的な大学教育への疑念が広

がっている状況の中で、学生は教育を受けている立場を正当化する傾向が強くなっている。 

 上のいずれの仮設が正しいのか、あるいはより強い影響を与えているかは、このデータのみでは判断でき

ない。しかし後述のように、学生の教室外での学習時間がほとんど停滞していることを考えれば、①のみで

は説明がつかないことは認めなければならない。 
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1.3 知識・能力の自己評価  

 では学生は自分自身の能力をどのように評価しているのか。知識・能力についての五つの項目への回答で

みると（図表 1.3.1、図表 1.3.2）、半数程度の学生が＜やや不十分＞と答えており、自己評価はあまり高く

ない。項目別にみると、汎用的な知識・技能（【 f. 幅広い知識、もののみかた】、【 e.ものごとを分析的・批

判的に考える力】）で高く、より具体的ないし学術的な知識・能力（【 b. 専門分野の知識・理解】、【a. 将来

の職業に関連する知識や技能】）ほど低くなる傾向がみられる。さらに【 c. 論理的に文章を書く力】）では

肯定（＜十分＞ないし＜まあ十分＞）は 3 割程度にすぎない。さらに【 d. 外国語の力】では肯定は 2 割程

度となる。 

 ただし、第 1 回と第 2 回を比較すると、いずれの項目でも肯定的な評価が増加している。とくに第 1 回

で低かった.【職業知識】および【専門分野での知識】については、8~９パーセントポイントの幅で上昇し

ている。 

 図表 1.3.1 知識・能力の自己評価 

 

 第２回 第１回からの増減 肯
定
的
な
回
答
の
増

減 

不
十
分 

や
や
不
十
分 

ま
あ
十
分 

十
分 

不
十
分 

あ
ま
り
十
分
で

な
い 

あ
る
程
度
十
分 

十
分 

 f.幅広い知識、もののみかた 12.2  46.1  36.0  5.7  -4.7 0.0 4.9 -0.2 4.7 

 e.ものごとを分析的・批判的に
考える力 

12.9  46.6  35.2  5.3  -4.3 1.3 3.8 -0.8 3.0 

 b.専門分野の知識・理解 17.0  53.2  27.5  2.3  -7.3 -0.3 6.9 0.8 7.7 

 a.将来の職業に関連する知識や
技能 

18.4  54.3  25.3  2.0  -10.3 1.1 8.6 0.6 9.2 

 c.論理的に文章を書く力 20.0  49.2  27.5  3.3  -9.1 5.6 3.7 -0.2 3.5 

 d.外国語の力 36.6  42.5  18.2  2.7  -9.2 6.0 3.0 0.2 3.2 

注： 網掛けは【第 1 回からの増減】は±5%ポイント以上の変化、【肯定の増減】は±10%ポイント以上の変化 

出所： 第 1 回の問８、第 2 回の問８． 
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 図表 1.3.2 知識・能力の自己評価 

 

出所： 前図表に同じ。 

 

 図表 1.3.3 知識・能力の自己評価 －設置者別 

 

 

 また設置者別にみると（図表 1.3.3）,国公私立のいずれにおいても肯定的な評価の上昇がみられた。 

 知識・能力の自己評価についての解釈には注意が必要である。一般に心理学では、知識・能力の自己評価

と、客観的な方法で計測したそれとの間には、U 字型の関係があることが知られている（Dunning–Kruger 

effect）。 
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すなわち、客観的な水準が最も低い段階ではむしろ主観的な自己評価は高く、客観的な水準が高くなるに

したがって、自己評価は低下し、さらに客観的な水準が高くなれば自己評価も高い。したがってこの推移の

左側をみれば、むしろ自己評価は客観的な水準とは逆の関係をもつ。客観的な水準が低い場合には自分を評

価する基準自体が限られており、その視点からみれば自己評価が高くなる、と解される。実際、第 1 回のデ

ータにおいては、所属大学の入学選抜性と、知識・能力の自己評価とは優位なマイナスの関係があった。 

また大学設置差別にみても（図表 1.3.3）、選抜性が平均して低い私立大学における自己評価が、一貫して

国公立よりも高い傾向がみられる。ただし上記の効果は時系列的な変化にあてはまるとは考えにくい。国公

私立のいずれについても、2 時点間では増加がみられる点からすると、この効果が大きな影響を与えている

わけではないと考えられる。 

むしろここでみられる自己評価は授業の効果への評価と同様に、①.客観的な水準の増加、②.大学教育の

理念・目的のアナウンスメント効果、あるいは③.若者の自己評価の判断基準の変化、の効果を反映している

ものとみられる。①、②は上述の授業の効果、大学への満足度と同様である。③については、アメリカにお

いては若者のナルシスズム化が指摘されていることを想起させる。また第 1 回の調査はいわゆる就職氷河

期であったのに対し、第 2 回調査は就職市場が好転していたこととも関係があるかもしれない。 

 

1.4 補助的教育  

 2000 年代には大学における正規の専門、教養教育のほかに、学生の学修の補助、キャリアへの誘導など、

補助的な教育手段の重要性が指摘された。そうした教育を受けた経験の有無について第 1 回調査と第 2 回

調査を比較した（図表 1.4.1 および図表 1.4.2）。 

 その結果をみると、2010 年代に学生の学修を補助する教育が大きく普及してきたことがわかる。最も増

加の幅が大きかったのは【 b.高校での未修科目を学ぶための補修的な科目】で、第 1 回では 33 パーセント

の学生が経験していたが、第 2 回ではそれが 51 パーセンと、18%ポイントも上昇した。この背景には入試

の要求科目の変化があると考えられる。 

 

図表 1.4.1 補助的教育の経験  

 第 1 回 

（％） 

第 2 回 

（％） 

変化 

（%ﾎﾟｲﾝﾄ） 

 d. 就職や将来のキャリアをテーマとした科目 54.5  70.8  16.3 

 c. 大学での勉強の方法（スタディ・スキル）を学ぶ科目 43.5  58.5  15.1 

 b. 高校での未修科目を学ぶための補修的な科目 33.1  51.4  18.3 

a. フレッシュマン・セミナー 26.1  32.4  6.3 

 f. 他学部での聴講 25.4  31.3  5.9 

 e. インターシップ（教育実習や工場実習を含む） 25.3  40.6  15.4 

ｇ. 留学 11.7  21.6  9.9 

注： 網掛けは【第 1 回からの増減】は±5%ポイント以上の変化、【肯定の増減】は±10%ポイント以上の変化 

出所： 第 1 回の問１、第 2 回の問２． 
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 図表１.4.2 補助的教育の経験（％） 

 

 

出所： 前図表に同じ。 

 

 これに次いで学生の卒業後のキャリアに関連した教育も普及している。【d.就職や将来のキャリアをテー

マとした科目】を経験した学生は第 1 回調査時点から 16%ポイント増えて、71 パーセントとなっている。

また【e.インターシップ（教育実習や工場実習を含む）】については第 1 回調査の時点では耳新しいもので

あって、経験した学生は第 1 回の時点では 25 パーセントにすぎなかったが、今回では 41 パーセンと大幅

に拡大した。 

 こうした教育は、学生のニードに敏感な私立大学においてより普及しやすいと考えられる。たしかに今回

の結果をみると（図表 1.4.3）、2 時点のいずれについても、国公立より私立大学においてはるかに普及の程

度が高いことは事実である。また 2 時点間を比較すると、とくに【補修的な科目】について私立大学の普及

が著しい（20％ポイント）。しかし国公立大学においてもこの十年間の間に、こうした教育は着実に普及し

てきたといえる。 
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 図表 1.4.3 補助的な教育の経験(%) -設置形態別 

 

出所： 前図表に同じ。 

 

 

 

1.5 大学に対する満足度  

 質問票は学生の大学に対する満足度をいくつかの項目について聞いている。回答を見ると(図表 1.5.1 お

よび図表 1.5.2)、第１回、第 2 回のいずれについても、【 c . 図書館などの学習施設】については比較的満

足度が高いものの、【d. ＰＣなどの情報環境、サポート】については満足度が下がり、【 b. 授業外での教員

との接触】、【 e. 就職指導】、【 f. 学習・その他のサポート】については満足度が下がる。物理的な施設より

も、より人的なサービスについて満足度が低い傾向は変わらないといえよう。 

 ただしいずれの項目についても、第 1 回から第 2 回にかけて満足度が上がっている。とくに【f. 学習・そ

の他のサポート】については、肯定的な回答（＜満足＞と＜ある程度満足＞）が第一回調査では半数で、肯

定、否定がほぼ同数であったのが、第 2 回調査では肯定が 13%ポイント上昇し、6 割を超えた。同様に【情

報環境】、【教員との接触】、【就職指導】についても満足度は 1 割程度上昇している。 
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図表 1.5.1  大学への満足度 

 第２回調査 第１回からの増減 肯 定 的

な 答 え

の変化 

不
満 

あ
る
程
度
不
満 

あ
る
程
度
満
足 

満
足 

計 不
満 

あ
る
程
度
不
満 

あ
る
程
度
満
足 

満
足 

 c.図書館などの学

習施設 
4.8 14.8 54.0 26.5 100.0 -3.6 -1.8 6.3 -0.9 5.5 

 g.大学生活全般 6.1 20.4 57.8 15.6 100.0 -2.6 -0.9 5.9 -2.4 3.5 

 d.ＰＣなどの情報

環境、サポート 
6.3 17.9 52.1 23.7 100.0 -4.2 -6.7 3.2 7.7 10.9 

 b.授業外での教員

との接触 
6.0 26.5 57.5 10.0 100.0 -5.6 -5.4 9.2 1.8 11.0 

 e.就職指導 7.1 27.4 55.0 10.6 100.0 -5.0 -4.1 7.7 1.4 9.1 

 f.学習・その他のサ

ポート 
6.0 27.7 57.3 9.1 100.0 -6.1 -7.2 11.2 2.1 13.3 

注： 網掛けは【第 1 回からの増減】は±5%ポイント以上の変化、【肯定の増減】は±10%ポイント以上の変化 

出所： 第 1 回の問９、第 2 回の問９． 

 

表 1.5.2 大学への満足度 

 

出所： 前図表に同じ。  
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 満足度を大学の設置者別にみると、国公私立のいずれでも大幅に満足度が上昇していることが明らかであ

る。目立つのはとくに国立大学で満足度が上昇している点である。たとえば【 f. 学習そのほかの点でのサ

ポート】を例にとると（図表 1.5.3）、満足度は第 1 回では国立で少し低い傾向があったが、その差は少なく

なっている。むしろこれは国立大学において、実際に学生サービス、サポートが強化されてきたことを反映

するものであろう。 

 

図表 1.5.3 学習そのほかの点でのサポート － 設置者別 

 
出所： 前図表に同じ 

 

 このように大学についての満足度が上昇していることは、一部の大学がおこなっている学生調査の結果で

も見られる。ただしその解釈は、上述の授業の効果の上昇と同様の分析的問題を含んでいる。すなわち。①.

実際に大学の教育環境や学生サービスが向上している、②.大学側のアナウンスメント効果があり、それに

学生が影響を受けている、③学生が肯定的な評価をする傾向が強くなっている、の三つの要因が輻輳してい

るものと考えられる。 

 

1.6 学習動機  

 学生が将来への展望をどのように持ち、それと自分の受けている大学教育とはどのような関係にあるの

か。質問票はこれについて【 a. 卒業後にやりたいことは決まっている】、【 b. 大学での授業はやりたいこ

とに密接にかかわっている】、【 c. 授業を通じてやりたいことを見つけたい】の三つの項目について、自分

があてはまるかを聞いている。 

これに基づいて＜よくあてはまる＞、＜ある程度あてはまる＞と、肯定的に答えた学生の割合を算出した

（図表 1.6.1）。結果をみると、このいずれの項目についても、肯定的に答えた学生の比率が少しずつ上昇し

ている。とくに【大学での授業はやりたいことにかかわっている】は 54 パーセントから 61 パーセントへ

と、7 パーセント・ポイントの幅で上昇した。他方で、【卒業後にやりたいことは決まっている】も 4 パー

セントポイント上昇しており、変化は大学入学以前に生じているとも考えられる。 
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図表 1.6.1 学習動機 

 

出所：第 1 回問 11、第 2 回問７． 

 

 では三つの項目の間にはどのような関係があるのか。質問項目を組み合わせると、学生の学修動機パタ

ーンについて、四つのタイプを想定することができる。3 

 

卒業後にやりたこ

とは決まっている 

＋ 大学の授業はやりたいこ

とに関連 

＋ Ⅰ 高同調 

― Ⅱ 独立 

― 授業でやりたいことを見

つける 

＋ Ⅲ 受容 

― Ⅳ 疎外 

 

「Ⅰ．高同調」型は、将来のキャリアが明確で、それに大学における学習が関連している、というもっと

も適合性の高いものである。実際、学習時間などにもプラスの相関をもっている。「Ⅱ．独立」型は、卒業

後の志望は明確ではないものの、大学で受けている教育とはそれとは関係がない、と感じているタイプで、

いわば日本型フンボルト理念を反映する大学生像に対応する。「Ⅲ．受容」型は、将来のキャリアはまだ明

確でないものの、それを大学教育を通じて明らかにしていこうとする学生である。こうした学生が増加して

きたのではないかと一般に言われてきた。「Ⅳ．疎外」型は、卒業後の展望が明確でないばかりか、現在受

けている大学教育にもあまり期待していない。大学教育にもっとも適合性が低いタイプといってよい。 

この定義にもとづいて、キャリア志向タイプ別の変化を算出した（図 1.6.2）。結果をみると、高同調が顕

著に増加し、41 パーセントから 48 パーセントとなった。他方で独立型および受容型が、それぞれ 3 パーセ

ントポイント減少した。疎外型はほとんど変わっていない。 

高同調型の増加は、大学生の学習動機に、プラスの方向での変化が起こっていると解釈できる。しかし他

方で受容型が減少していることを考え合わせると、むしろ卒業後の進路について、確信をもっていなければ

ならない、という思い込みが大学入学の時点で大きくなっているともみることができる。高校段階からのキ

ャリア教育がそうした環境を作っているとも解される。大学教育がそうした思い込みを問い直す役割をも果

たしていることを考えれば、それは必ずしもプラスとばかりは言えない。 

 
3  金子元久『大学教育の再構築』、玉川大学出版会、2016、p。83 
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 図表 1.6.2  動機パターンの変化 

 

出所：前図表に同じ 

  

そうした観点から学習動機パターンの、学年ごとの変化を算出した（図表 1.6.3）。これをみると、学年を

通じた変化のパターンは変わっていない。すなわち高同調は 1 年生で高いが、2 年生、3 年生と低くなり、

卒業を控えた 4 年生で再び高くなる。ここでは示さないが、このパターンは特に人文社会系の学生に著し

い。第 1 回から第 2 回への変化はこのパターンが全体として上に上がっている点にある。言い換えれば、大

学教育の過程で高同調型が増加したとは言えない。他方で、受容型は 3 年生、4 年生で、第 2 回のほうが少

なくなっており、在学中に大学教育への期待が減少したともみることができる。 

 

図表 1.6.3 動機パターンの学年別比較 
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1.7 高校時代の学習時間  

 高校時代の課程での学習時間は、大学入学後の学習時間（教室外での自律的学習時間）と強い相関をも

つことが、第 1 回調査の結果から示されている。高校 3 年生での学習時間について第 1 回調査と第 2 回調

査の結果を比べると（図表 1.7.1 および図表 1.7.1）、いずれにおいても国公立大学の学生の値が高く、私

立において低いという傾向は同様である。国公立大学の学生の高 3 の時の学習時間が 1 時間以下の学生は

1 割程度にすぎないのに、私立大学については 4 割程度に達する。 

 

図表 1.7.1 高校 3年生の時の学習時間 

 第２回 第１回からの増減 2 時間以上 

の増減  して 

いない 

1 時間

程度 

2 時間

程度 

3 時間 

以上 

して 

いない 

１時間程

度 

２時間 

程度 

３時間上 

国立 4.5  7.5  16.0  71.9  -0.9 -0.2 1.2 -0.1 1.1 

公立 3.5  7.1  20.0  69.4  -1.3 -0.8 4.3 -2.2 2.1 

私立 19.7  20.8  22.2  37.3  0.7 4.3 2.6 -7.6 -5.1 

注： 網掛けは【第 1 回からの増減】は±5%ポイント以上の変化、【肯定の増減】は±10%ポイント以上の変化 

出所： 第 1 回の問 23、第 2 回の問 10． 

 

 

図表 1.7.2  高校 3年生の学習時間 2時間以上のみ 

 

出所： 前図表に同じ。 

 

 しかもこの十年間で私立大学の入学者の学習時間は減少した。とくに 3 時間以上の学習をしていた学生

の割合は 8%ポイントと明確に減少した。逆に 1 時間以内の学生は 5%ポイント増加した。これはいわゆる

【全入】状態、そして推薦入試などによって学力試験を受けずに入学した学生がさらに増大していることを

反映している。 
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1.8 読書  

 読書量は広い意味での学生の学習量を示すものと解される。最近 1 か月に読んだ本の数についての回答

をみると（図表 1.8.1 および図表 1.8.2）、読書量には顕著な減少の傾向がみられる。 

 第 1 回の調査においても全く本を【読まない】と答えた学生は 3 割程度あったが、第 2 回ではそれが１

８％ポイント増大し、学生のほぼ半数に及んでいる。また設置者別にみると、国公立の学生の読書量が、私

立大学の学生の読書量より多い。【読まない】学生の割合は約 1 割程度、私立大学において高い。 

 

図表 1.8.1 一か月に読む本 

第２回 第１回からの増減 1 冊以上 

読まない 1 冊 2 冊 3 冊 読まない 1 冊 2 冊 3 冊 

49.5 25.5 11.7 5.3 17.7 -3.8 -5.0 -2.6 -17.7 

注： 網掛けは【第 1 回からの増減】は±5%ポイント以上の変化、【肯定の増減】は±10%ポイント以上の変化 

出所： 第 1 回の問１８、第 2 回の問１２． 

 

図表 1.8.2 一か月に読む本 －大学設置者別 

 

出所： 前図表に同じ。 

 

 ただし、国公立大学の学生もこの十年間の読書量を大きく減らした。と国立大学の学生で【全く読まない】

学生は第 1 回では 25 パーセントであったのが、第 2 回では 44 パーセントと、２割程度の幅で増加してい

る。同時に私立大学の学生についても減少は明確である。このような読書量の顕著な減少は、全国大学生協

連の行った調査とも符合する。この調査によれば、大学生の読書量は 2000 年代後半から顕著な減少傾向が

みられるようになった。 

この時期はちょうどスマートホンの急速な普及と一致する。両者の因果関係を明確に示すことはできない

が、何等かの関係があることは疑い得ない。これが広い意味での学生の学修にどのような意味をもつかにつ

いてはさらに検討が必要である。 
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1.9 分析のまとめ  

変化した点  

以上の結果をまとめると、第 1 回調査から第 2 回調査への変化を以下のようにまとめることができる。 

授業経験  

 学生が経験した授業形態は、調査項目のほとんどで顕著に変化した。とくに学生参加型の授業が増加し、

【グループワーク】については、＜ほとんどなかった＞が 17 パーセントポイント減少し、それにかわ

って<ある程度あった＞が 18 パーセント上昇した。【授業中に学生に発言させる】ことも大きく増加し

たまた【理解しやすい工夫】、【授業に興味を持たせる工夫】など誘導型の授業も肯定的評価が 12 パー

セントポイント増加している。 

 これは国公私立のいずれについても一般的にみられる。この結果は後述の教員調査の結果とも符合す

る。他方で、【提出物へのコメント】などは、増加はしたもののまだ実施率は低い。 

 授業が学生の知識・技能の形成に対して貢献している、という評価も大幅に増加した。たとえば【論理

的に文章を書く力】が授業によって形成されたという設問に関しては、肯定的な答えが 16 パーセント

ポイントも増加した。他の設問についてもかなり高い増加がみられる。 

 学生自身の知識・能力に関する自己評価が上昇した。とくに.将来の職業に関連する知識や技能、専門分

野の知識・理解、については「不十分」という自己評価が、1 割程度も減少した。論理的な文章力、外

国語の力も「不十分」が減少した。 

 なお教室外の学習時間については、第 2 回調査では第 1 回調査の時間のカテゴリーを変えたために、

第 1 回と第 2 回のデータとを直接に行うことができない。しかし国立教育政策研究所の大規模調査を

みるかぎり、教室外での学習時間は第 1 回からほとんど変わっていないものと考えられる。 

学習環境  

 未修科目を学ぶための補修的な科目、インターンシップ、 就職や将来のキャリアをテーマとした科目、

スタディ・スキルなど、補助的な学習機会が全般的に大きく整備されてきている。 

 学習サポートなど、学生のための学習環境に対する満足度も上昇している。これは国公私立にかかわら

ずに見られる。他方でここでも学生のそうした改善に対する必要度の評価には大きな変化は見られず、

こうした改善傾向も学生にとっては、当然のことととらえられるようになっている 

学生の背景  

 動機パターンの点では、将来への展望が明確で、それと大学での学習が一致している、という「高同調

型」の学生が増加 

 高校時代の学習時間が低い学生が、とくに私立大学で増加した。 

 読書量は顕著に減少。一か月に全く本を読まなかった学生は 32 パーセントから 50 パーセントに拡大

した。しかもこの減少は国公私立大学全体について起こっている。二極化したというよりは、全体とし

て読書量が明確に減少している。これは全国大学生協連の調査結果などとも一致する。 

 

以上の点を、一般に学習に促進的な要因（プラス）と、制約的な要因（マイナス）に分けて示した（図表 1.91.） 
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図用 1.9.1 変化した点 

 プラス マイナス 

授業経験 

授業体験 

・授業方法の改善 

・グループワークなど参加型学

習が増加 

 

授業の評価 
・授業が知識・能力の形成に役

立ったという評価が増加 

 

能力自己評価 
・自分の能力に対する自己評価

が上昇 

 

学習環境 

科目外の授業 
・未修科目の補修、インターン

シップなどが増加 

 

大学に対する満足度 
・学習・その他の学生サポート

などへの満足度が上昇 

 

学生の背景 

動機パターン ・高同調型が増加  

学習レディネス 
 ・高３時代の学習（私立大学）

が減少 

教室外学習  ・読書量が減少 

 

解釈のための仮説  

 上記のデータ分析結果をそのままみれば、大学教育が「改善」の方向に向かってきたことを示すものであ

るように見える。しかし調査自体は、学生による主観的な判断を聞いているのであって、その解釈には考え

るべき点が少なくない。上記の結果には下の三つの要因が反映しているものと考えられる。 

① 授業・教育環境の改善  

 この時期の大学改革の動きのなかで、大学が組織的な教育環境の改善・整備、学生サポートを強化した。

従来はそうした点に不備があった国立大学でも改善があった。また個々の教員も授業の改善に積極的であ

り、とくに学生参加型授業の普及、学生の理解に配慮した授業が増えた。 

② フレーミングの形成  

 他方で、上記の客観的な変化のみが調査結果を説明できるものではない。中教審による望ましい教育改革

の具体的な示唆、大学教育政策による圧力を受けて、大学が組織的に大学教育への姿勢を示した。それは上

述の具体的な授業方法、教育改善の変化に結びついただけではなく、一つのメッセージ効果をもった。また

大学は学生にどのような学習を求めるかを明示する「ディプロマポリシー」などの 3 ポリシー、個々の授業

がどのような形で知識・能力の形成に寄与するかを、授業とコンピテンスを結びつける図式としての「カリ

キュラム・マップ」を形成したが、それは大学の教育方針を示すだけでなく、大学としての教育への意図を

学生に示す効果をもった。学生はそれを受容して、大学の教育への意図を認知・解釈する枠組み（フレーミ

ング）を形成し、それをもとにして大学教育の価値を評価するようになった。 



 

30 

 

これは見方を変えれば、大学の意図的に設計された環境、授業によって学生が学習する、という図式を学

生が受け入れてはじめる一方で、旧来の日本的フンボルト理念に対応する「学習の自由」という理念が力を

失っていることを意味する。 

③ 学生のアイデンティティの変化  

 今一つの要因は、学生の自己肯定感の上昇である。日本人は一般に自己肯定感が低いといわれてきた。し

かし調査結果をみると、学生の間ではそうした自身のありかたや行動についての評価が肯定的に変化しつつ

あるようにみえる。それは自分の知識・能力の評価に典型的にあらわれている。上述するように授業外学習

時間はほとんど変わっていないにもかかわらず、専門分野での知識・理解についての自己評価は上がってい

る。また「卒業後にやりたいことは決まっている」とする学生は、大学入学時から大きく上昇している。こ

れらは、21 世紀にはいって、学校教育あるいは日本社会全体で、自身のあり方を肯定的にとらえさせよう

とする空気が強くなってきたことを反映しているのかもしれない。4 また就職運動などで、「自己分析シー

ト」などが要求されることが、自分の能力を高く評価する傾向を作っているのかもしれない。 

 

検討するべき課題  

 以上の三つの仮説的な要因のそれぞれがどの程度の影響を与えているかについては、計量的な分析は容易

ではない。また調査結果からは一般に大学教育に対してプラスの変化が起こっているように見えるが、その

背後には矛盾がみえる点も少なくない。前述のように授業方法は大きく改善しているのに、教室外の学習時

間はほとんど停滞している。また学習時間は停滞し、同時に読書量が大きく減少しているにもかかわらず、

授業の効果に対する評価や、自身の知識・能力への評価が顕著に拡大している。これらの点については、さ

らに分析が必要である。 

  

 
4 アメリカにおいても 20 世紀末までに生まれた世代について「ナルシズム世代」（Generation of 

Narcisism）として特徴づける議論があるが、これに類似した点があるかもしれない。、、 
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第２章．教員調査  

 

2.0 概観  

 教員についても、学生調査の場合と同じように設問ごとの、意見分布の変化を数えてみた（図表 2.1.1）。

これによると回答に 5%ポイント以上の変動があった質問項目が約半数あった。最も変動が大きかったのは、

FD に対する意見（第 2 回調査 問８）で、その次は教育体制の改善の方向（第 2 回調査、問９）であった。

さらに授業方法についても、かなりの変化が目立った。他方で学生に対する評価（問４）および大学教育に

関する意見（問１３）についてはあまり大きな変化はなかった。ただし授業方法についても、個々の質問項

目において、大きな変動があったものがある。 

 

図表 2.0.1 教員調査 －変化があった項目数のカウント 

第 

1 回 

第 

２回 

 比較可

能な質

問数 

変化があった項目数 割合（％） 

５％ 

以上 

10% 

以上 

５％ 

以上 

10% 

以上 

問６ 問４ 学生への評価 3 0  0  0.0  0.0  

問 4 問 5 授業の理念 5 2  0  40.0  0.0  

問５ 問６ 授業方法・やっているか 8 3  1  37.5  12.5  

問５ 問６ 授業方法・効果あるか 8 3  0  37.5  0.0  

問 10 問 8 FD・有効か 2 2  0  100.0  0.0  

問 17 問 9 改善の方向・実践しているか 5 4  2  80.0  20.0  

改善の方向・将来 5 3  1  60.0  20.0  

問 28 問 13 大学教育についての意見 4 1  0  25.0  0.0  

問 24 問 14 管理運営 1 1 0 100.0  0.0  

問 22 問 15 所属大学の課題 3 1  0  33.3  0.0  

  計 44 20 4 45.5 20.0 

網掛けは、5％ポイント以上の変化があった項目が半数を超える場合 

 

 以下では、授業方法、期待する効果、理念（第 1 節）,組織としての教育の理念（第 2、3 節）、大学改革

の現状および組織ガバナンスと所属大学の現状についての意見（第 4 節）について述べる。  
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2.1 授業の方法、期待される効果、理念  

授業方法  

 授業の方法についての回答の分布をみると（図表 2.1.1 および図表 2.1.2）、第 1 回調査からの変化は全体

としては少ない。一般的に行われているのは【 b. 授業内容に興味がわくような工夫 】、【 a. 達成目標を明

確にする】で＜力を入れている＞および＜ある程度行っている＞を合計すると、ほぼ 100 パーセントにな

る。第 2 のグループは【 d. 出席をとる 】、【 e. 最終試験の他に小テストやレポートなどの課題を出す】、

【 g. 授業中に学生の意見や考えを述べさせる】でほぼ 7~8 割の教員が実践している。これに【 f. コメン

トをつけて課題などの提出物を返却する】【 h. グループワークなど、学生が参加する機会をつくる】が４~

６割で続き、【 c. TA などによる補助的な指導】は３割未満であった。 

図表 2.1.1 実践している授業方法 

 第 2 回 第 1 回からの変化 肯 定 の

増減 
力を入れ

ている 

ある程

度 

行ってい

ない 

力を入れ

ている 

ある程

度 

行って

いない 

b. 授業内容に興味がわくような工

夫  

58.6  40.3  1.0  -6.4  5.9  0.5  -0.5  

a. 達成目標を明確にする  39.7  56.3  4.0  -1.9  1.4  0.5  -0.5  

d. 出席をとる  49.7  37.3  12.9  -1.7  5.4  -3.7  3.7  

e. 最終試験の他に小テストやレポ

ートなどの課題を出す  

46.5  38.0  15.5  -0.9  -0.3  1.2  -1.2  

g. 授業中に学生の意見や考えを述

べさせる  

24.9  46.9  28.2  0.8  -3.4  2.6  -2.6  

f. コメントをつけて課題などの提

出物を返却する  

21.2  39.3  39.5  -0.9  2.1  -1.2  1.2  

h. グループワークなど、学生が参加

する機会をつくる 

24.8  34.7  40.5  6.7  7.5  -14.3  14.3  

c. TA などによる補助的な指導  6.8  23.0  70.2  1.3  3.0  -4.3  4.3  

注： 網掛けは【第 1 回からの増減】は±5%ポイント以上の変化、【肯定の増減】は±10%ポイント以上の変化 

出所： 第 1 回の問６、第 2 回の問５． 

 

 第１回と第２回を対比すると、変化はあまりない。いいかえれば、後退している点はほとんどない。ただ

一つだけ大きく変化しているのが【 h｡ グループワーク】であって、＜力を入れている＞が７%ポイント増

加し、＜ある程度行っている＞を加えると１４％ポイント増加している。これについで【 c｡ TA による補

助的指導】、【出席をとる】もわずかならが増加している。 
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他方で【興味がわく工夫】については＜力を入れている＞が減少している点にも留意しておきたい。これ

は後述の授業方法の有効性についての評価にもかかわる。 

 

図表 2.2.2 実践している授業方法 

 

  出所: 第 1 回問５、第 2 回問６ 

 

 いずれにせよ、この間に大きく増加しているのは【グループワーク】であり、これは学生調査における、

学生が経験した授業の変化と対応している。2010 年代の大学の授業の最も大きな変化はグループワークの

普及であった。 

 これを教員の所属大学の設置者別、年齢別にみると（図表 2.1.3）、国立大学よりも一般に公立、私立大学

より普及率が高い。またより若い年齢層で普及率が高い。しかし 2 時点間の間で大きな増加がみられたの

は、設置者、年齢を通じてであった。また国立大学では特に若い層の教員がグループワークをよく取り入れ

る傾向があった。他方で私立大学については 50 歳台、60 歳台の教育方法も顕著に増加してきたことがわか

る。 
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図表 2.1.3 【グループワーク】を実践している教員（％） ― 設置者・年齢別 

 

注：＜力をいれている＞と＜ある程度行っている＞の計 

出所： 前図表に同じ。 

 

授業方法の有効性の評価  

 これらの授業方法の変化は、どのような背景から起こっているのか。調査票は上述の授業方法のそれぞれ

について、どの程度、有効と考えるか、を聞いている。そこへの回答をみると（図表 2.1.4）、有効度の評価

は、上述の授業方法の普及度とほぼ対応している。 

 とくに【グループワーク】は第 1 回調査と比べて、＜非常に有効＞が 6%ポイント上昇して 35 パーセン

トに達した。これに＜ある程度有効＞を加えると、8%ポイント上昇し、8 割を超える教員が有効と評価して

いる。これを上述の普及率と比較すると、＜力を入れている＞と＜ある程度行っている＞を足して 6 割であ

ったから、有効と考えながらも、実践していない教員も 2 割程度あることになる。有効性の評価と、実践と

のギャップがなぜ生じているのかも検討するべき問題である。 

 今一つ着目されるのは、【 b. 授業内容に興味がわくような工夫】で、ほとんどの教員が有効と考えてい

るのは事実であるが、＜非常に有効＞という評価は１０％ポイント減少し、その分が＜ある程度有効＞の増

加に結びついている、という点である。これは上述の＜力を入れている＞の減少にも対応している。これが

何を意味するのかは自明ではない。上述のように、ほとんどの教員がこうした努力を行っていることを考え

ると、こうした努力はすでに当然のこととなりつつある一方で、それが当初に期待されていたような結果を

もたらすものではない、という認識が広がっているのかもしれない。同様のことは【 e. 最終試験の他に小

テストやレポートなどの課題を出す】についてもいえる。 
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図表 2.1.4 授業方法の有効性の評価 

 第 2 回 増減 肯定回

答の増

減 

非常に有

効 

ある程

度有効 

有効で

はない 

非常に

有効 

ある程度

有効 

有効で

はない 

b.授業内容に興味がわくような工夫 38.9 59.0 2.1 -9.6 9.0 0.5 -0.5 

e.最終試験の他に小テストやレポート

などの課題を出す  

35.3 58.8 5.9 -5.4 5.9 -0.5 0.5 

h.グループワークなど、学生が参加す

る機会をつくる 

31.6 52.9 15.5 5.7 2.6 -8.4 8.4 

g.授業中に学生の意見や考えを述べさ

せる  

28.9 59.1 12.0 -2.1 1.5 0.5 -0.5 

d.出席をとる  25.9 55.1 18.9 -1.2 0.2 0.9 -0.9 

f..コメントをつけて課題などの提出物

を返却する 

25.9 60.3 13.8 -3.1 3.4 -0.3 0.3 

a.達成目標を明確にする  24.5 68.9 6.7 -1.6 0.6 1.0 -1.0 

c. TA などによる補助的な指導  13.2 53.0 33.8 1.4 2.2 -3.5 3.5 

注： 網掛けは【第 1 回からの増減】は±5%ポイント以上の変化、【肯定の増減】は±10%ポイント以上の変化 

 

2.2 教育の組織的志向  

組織としての志向  

 授業の組織的な志向について質問票（第 1 回９、第 2 回問１７）は 5 つの項目を設定し、それぞれについ

て、現在実施しているか、また将来の改革の方向としてのどう考えるかを聞いている。質問項目は、教育体

制の志向性として大きく三つの方向があることを想定している。 

(ア) 小集団志向。 

【 e. 研究室、ゼミなどを通じて、教員や学生間の接触を強化する】 

(イ) 体系化志向。 

【 a. 習得するべき知識を標準化し、それに応じてｶﾘｷｭﾗﾑを体系化する】【 d. ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ 

能力など、授業で獲得するべき基礎能力を明確にする】【 c. 授業内容、教材などを標準化

し、TA などを組織的に用いる】. 

(ウ) 集中志向。 

【 b. 週２回の授業等を通じて個々の授業科目に集中できるようにする】 

まずどのような志向が強いかをみると（図表 2.2.1 および図表 2.2.2）、【 e. 研究室・ゼミなどを通じて、教

員や学生間の接触を強化する】が強い支持をあつめ、4 割が＜力を入れている＞と答えている。日本の大学

における小集団による教育機能の重視が大きいことが知られる。しかしむしろ注目するべきなのは、この志
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向は第 1 回調査では 5 割以上が＜力を入れている＞と答えていたのと比べれば、そのウェートが顕著に減

少している点である。 

図表 2.2.1 教育体制― 実施しているか 

 第 2 回 増減 肯定

変化 力を入れ

ている 

ある程度 行ってい

ない 

力を入れ

ている 

ある程

度 

行って

いない 

e.研究室、ゼミなどを通じて、教員や

学生間の接触を強化する  
39.6 47.9 12.4 -13.6 7.7 5.9 -5.9 

a.習得するべき知識を標準化し、そ

れに応じてｶﾘｷｭﾗﾑを体系化する 
22.1 63.3 14.6 3.0 9.0 -12.0 12.0 

d.ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ 能力など、授業で獲得

するべき基礎能力を明確にする  
19.7 58.3 22.0 -2.9 6.1 -3.2 3.2 

b.週２回の授業等を通じて個々の授

業科目に集中できるようにする  
8.0 34.1 57.9 -0.7 7.5 -6.8 6.8 

c.授業内容、教材などを標準化し、

TA などを組織的に用いる  
3.0 35.2 61.9 0.4 2.3 -2.6 2.6 

注： 網掛けは【第 1 回からの増減】は±5%ポイント以上の変化、【肯定の増減】は±10%ポイント以上の変化 

出所： 第 1 回の問９、第 2 回の問 17 

 

図表 2.2.2 教育体制 － 実施しているか、 第 1回と第 2回 

 

出所： 前図表に同じ  
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 ただし第 1 回と第 2 回の結果を比較すると、注目するべき変化が起こっている。すなわち小集団志向の

【研究室・ゼミ】による教育は第 2 回でも広く受け入れられているが、＜力を入れている＞だけに着目する

と 14％ポイントと、きわめて大きな減少がみられた。他方で体系志向の【カリキュラム体系化】は＜ある

程度起行っている＞が 9％ポイント上昇し、＜行っていない＞は 12%ポイント上昇した。また【週 2 回授

業】についても、＜ある程度行っている＞が 7％ポイント上昇した。 

 これらを要するに、【研究室・ゼミ】については一般に行われているものの、とくに力を入れる割合が顕

著に少なくなっている、という意味で後退している。他方でそのほかの志向は、これまで全く行っていなか

ったものが、ある程度、行うようになった、という意味で前進しているといけよう。 

 ところで上述のように【研究室・ゼミ】志向の実践については、とくに＜力を入れている＞教員が減少し

ているが、これが大学設置者・教員年齢どのように異なるかをみると（図表 2.2.3）、全体に設置者による相

違は大きくない。しかも第 1 回から、第 2 回にかけて、いずれの年齢層でも顕著な減少がみられた。国立大

学においては、年齢層にかかわらずほぼ同じ幅の減少があった。私立大学においては、若年層、中堅層でと

くにめだった減少があったが、中高年層でも明確な減少があった。 

 

図表 2.2.3   研究室、ゼミなどを通じて、教員や学生間の接触を強化する  

＜力を入れている＞ （％） －設置者、年齢層別  

 

  出所：問１７から算出 

 

 他方で【カリキュラムの体系化】について肯定（＜力を入れている＞と＜ある程度行っている＞の計）を

みると（図表 2.2.4）、設置形態、年齢による相違がほとんどない。しかも 2 時点間を比較すると、ほぼ同様

の変化をしめしている。 
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図表 2.3.4 修得するべき知識を標準化し、それに応じてカリキュラムを体系化する 

 ＜力を入れている＞＋＜行っている＞ ％ －設置者、年齢層別 

 

  出所：問１７から算出 

 

 

 

組織としての教育 － 将来の方向  

 で教育体制は将来、どのような方向にかわっていくべきなのか。上述の設問と同じ項目について、＜非常

に重要＞、＜重要＞、＜重要ではない＞の三択でたずねた。 

 その結果をみると（図表 2.2.5 および図表 2.2.6）、価格項目の従業度の評価は、前述の実際の実践の程度

にほぼ対応している。すなわち肯定的な回答（＜非常に重要＞と＜ある程度重要＞の計）をみると【e.研究

室、ゼミなどを通じて、教員や学生間の接触を強化する】を重要とする教員がほとんど全員に達し、＜きわ

めて重要もほぼ半数に達する。【獲得目標の明確化】、【カリキュラムの体系化】についても肯定的評価は高

いが、＜非常に重要＞は少ない。また【週 2 回授業】、【TA の導入】は、＜重要ではない＞が 3 割に達する。 

しかし 2 時点間の変化をみるとかなり違った印象を得る。【研究室・ゼミ】重視の志向は、とくに＜非常

に重要＞と考える教員が 14％ポイントも減少した。＜重要ではない＞についてはほとんど変化はないもの

の、きわめて強かった【研究室・ゼミ志向】に修正が加えられつつあることが明らかである。 
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図表 2.2.5 教育体制― 重要か 

 第 2 回 増減 肯定

変化 非常に重

要 

ある程度

重要 

重要では

ない 

非常に重

要 

ある程

度重要 

重要で

はない 

e.研究室、ゼミなどを通じて、教員や

学生間の接触を強化する  
46.1  50.1  3.8  -14.4  13.0  1.4  -1.4  

d.ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ 能力など、授業で獲得

するべき基礎能力を明確にする  
28.8  61.3  9.9  -6.1  4.4  1.7  -1.7  

a.習得するべき知識を標準化し、そ

れに応じてｶﾘｷｭﾗﾑを体系化する 

か 

28.4  62.5  9.1  2.7  -0.6  -2.0  2.0  

b.週２回の授業等を通じて個々の授

業科目に集中できるようにする  
11.5  57.1  31.4  -3.3  -0.4  3.7  -3.7  

c.授業内容、教材などを標準化し、

TA などを組織的に用いる  
8.8  58.3  32.9  1.7  4.4  -6.1  6.1  

注： 網掛けは【第 1 回からの増減】は±5%ポイント以上の変化、【肯定の増減】は±10%ポイント以上の変化 

出所： 第 1 回の問９、第 2 回の問１７． 

 

図表 2.2.6 教育体制 － ＜非常に重要＞、 第 1回と第 2回 

 

出所： 前図表に同じ  
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 以上の変化は設置者、教員年齢層によってどう異なるのか。【研究室、ゼミ】重視についてみると（図表

2.2.7）、これが＜非常に重要＞と考える割合は第 1 回調査では、設置者、教員年齢層によってほとんど変わ

りがなかった。しかし第 2 回にかけて、一般に明確な減少がみられる。とくに私立大学においては、若年層

および中年層での減少が著しかった。20・30 歳台の教員については、67 パーセントから 36 パーセントへ

と、ほぼ半減している。 

 

図表 2.2.7 【研究室、ゼミなどを通じて、教員や学生間の接触を強化する】 ＜非常に有効＞％ 

 

出所： 前図表に同じ 

 

2.3 教育理念、変化の方向  

教育理念  

 以上のような見方を支えている大学教育についての理念をどのようにとらえているのか。 

教育理念にいて 5 つの質問項目について聞いた結果をみると（図表 2.3.1 および図表 2.3.2.）、もっとも支

持率が高かったのは【 b. 確実に学問の基礎を教える】で、＜非常に重要＞が 7 割、＜ある程度重要＞を

加えるとほぼ全員が重要としている。 

これに次いで【 e. 学生の成長にきっかけを与える】、【 c. 特定の知識・技能を習得させる】、【 d.

自然、社会との関わりから学問の意義を教える】がほぼ 8 割に支持されている。これに対して【 a. 最

先端の研究成果にふれさせる】は相対的に支持が少なく、＜非常に重要＞は 1 割程度にすぎない。 
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図表 2.3.1 教育の理念 

 第 2 回 増減 肯定

変化 非常に重

要 

ある程度

重要 

重要では

ない 

非常に重

要 

ある程

度重要 

重要で

はない 

b.確実に学問の基礎を教える 70.3  28.3  1.4  -4.3  4.6  -0.2  0.2  

e.学生の成長にきっかけを与える 49.7  46.8  3.5  5.5  -1.9  -3.6  3.6  

c.特定の知識・技能を習得させる 31.3  54.9  13.9  3.1  4.1  -7.3  7.3  

d.自然、社会との関わりから学問の

意義を教える 

31.1  58.8  10.1  0.7  2.1  -2.8  2.8  

a.最先端の研究成果にふれさせる 11.2  56.9  31.9  -0.1  2.0  -1.9  1.9  

注： 網掛けは【第 1 回からの増減】は±5%ポイント以上の変化、【肯定の増減】は±10%ポイント以上の変化 

出所： 第 1 回の問６、第 2 回の問４． 

 

 

 

図表 2.3.2 教育の理念 
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 第 1 回から第 2 回の変化は、全体としては少ない。ただ注意すべき点もある。一つは【特定の知識・技能

の習得】については＜重要でない＞が 7%ポイント減少した点だ。大学教育を具体的な知識・技能を教える

ところだとする考え方への反発が少なくなる傾向があるともみえる。この間の【専門職業大学】をめぐる議

論、前述のインターンシップの急速な普及などが、こうした変化の背景をなしているのかもしれない。 

また【学生の成長にきっかけを与える】で、＜非常に重要＞が 5%ポイント増えた。これは学生の資質が

この期間に変化してきたことを反映しているのかもしれない。 

 

大学教育の現状、方向についての意見 . 

 質問票は大学教育についての教員の味方をいくつか聞いている。その結果をみると（図表 2.3.3）、まず【a.

自分の経験した学部教育より、現在の方が良くなっている】という設問にたいしてはほぼ 6 割が＜強くそう

思う＞ないし＜そう思う＞と答え、しかもこの 2 時点間で、わすかに上昇している。【c.授業料が高くなっ

ても、高質の教育を行うべきだ】という設問に対して、賛成と反対がほぼ半々であるが、多少、賛成が増大

してきた。 

 これに対して【b.誰にとっても意味がある教育として大学教育の理念を考え直すべきだ】という項目につ

いては、第 1 回ではほぼ 6 対 4 で賛成（＜強くそう思う＞ないし＜そう思う＞）が反対を上回っていたが、

この 10 年間で賛成の意見が 12%ポイント減少し、ほぼ半々となった。 

 

 

図表 2.3.3 大学教育についての意見 

 第２回 第１回からの増減 

肯
定
的
な
回
答 

の
増
減 

強
く
そ
う
思
う 

そ
う
思
う 

そ
う
思
わ
な
い 

全
く
そ
う
思
わ

な
い 

強
く
そ
う
思
う 

そ
う
思
う 

そ
う
思
わ
な
い 

全
く
そ
う
思
わ

な
い 

a.自分の経験した学部教育より、現

在の方が良くなっている 
14.2 41.3 33.0 11.4 2.1 1.4 -3.4 -0.1 3.5 

c.授業料が高くなっても、高質の教

育を行うべきだ 
12.0 40.3 40.9 6.8 1.3 2.2 -3.7 0.1 3.5 

b.誰にとっても意味がある教育とし

て大学教育の理念を考え直すべき

だ 

9.1 44.1 39.2 7.6 -5.2 -6.6 8.5 3.3 -11.8 

注： 網掛けは【第 1 回からの増減】は±5%ポイント以上の変化、【肯定の増減】は±10%ポイント以上の変化 

出所： 第 1 回の問２８、第 2 回の問１３． 
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 また肯定の答え（＜強くそう思う＞と＜そう思う＞の計）の所属大学の設置者、年齢階層による相違をみ

ると（図表 2.3.4）、設置者別には私立大学において賛成が少し多く、また高い年齢層で支持が多い。しかし

第 1 回調査と第 2 回調査を比べると、いずれの階層でも支持を落としている。これは偶然というよりは明

確な趨勢があるとみるべきであり、何がこうした変化を起こしているのかについては、さらに検討が必要で

あろう。 

 

図表 2.3.4 誰にとっても意味がある教育として大学教育の理念を考え直すべきだ  

＜強くそう思う＞と＜そう思う＞の計 －年齢・設置形態別 
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2.4 大学組織についての意見  

 では教員は大学全体にかかわる活動、組織、ガバナンスについてはどう考えているのか。 

FD の有効性  

 2000 年代から教育改革への動きと対応して、大学教育に関する教員研修（Faculty Development – FD）

の実施が 2007 年大学設置基準改正によって 2007 年から各大学に求められることになった。したがって、

調査対象の教員はすべて何等かの形での FD を受けていることになる。 

その効果を具体的な形態別について聞いた結果をみると、【 c. 授業の相互参観】、【 d. 大学教育や授業に

ついての教員間の討論 】のいずれでも肯定的な答えがおおくて、8 割程度に達する（図表 2.4.1 および図表

2.4.2）。しかし注意するべきなのは、固定の水準が下がっていることである。とくに＜非常に有効＞という

答えは、いずれの項目について 6％ポイント程度さがっている。これは、大学改革の政策に対する一種の反

動が生じている一つの証左ともいえよう。いずれにしてもさらに検討することが必要である。 

 

図表 2.4.1 FDの有効性 

 第 2 回 第 1 回からの増減 肯定

変化 非常に有

効 

ある程度

有効 

有効では

ない 

非常に有

効 

ある程

度有効 

有効で

はない 

c.授業の相互参観  10.1  62.9  27.0  -6.5  -2.5  9.1  -9.1  

d.大学教育や授業についての教員間

の討論 
15.7  68.4  15.9  -6.8  2.7  4.1  -4.1  

注： 網掛けは【第 1 回からの増減】は±5%ポイント以上の変化、【肯定の増減】は±10%ポイント以上の変化 

出所： 第 1 回の問１９、第 2 回の問８ 

 

図表 2.4.2 FDの有効性 

 

 出所：前図表と同じ 
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所属大学の課題  

 個々の教員が所属して大学についてどのような問題意識をもっているかを三点にわたって聞いた。その結

果をみると【b.教育改善】、【c.研究水準の高度化】については＜特に問題ではない＞と意識している教員は

1 割にすぎず、いずれも大きな問題ととらえられている（図表 2.4.3）。両者の中では、研究のほうに対する

危機意識が高く、38 パーセントが＜きわめて重要な課題＞と答えている。他方で【入学者の確保】につい

ては、＜問題ない＞と＜極めて重要＞に両極化している。 

図表 2.4.3 所属大学の課題 

 第 2 回 増減 肯定

変化 現状で特

に問題な

い 

ある程度

重要な課

題 

きわめて

重要な課

題 

現状で特

に問題な

い 

ある程

度重要

な課題 

きわめ

て重要

な課題 

a.入学者の確保 22.9  38.8  38.3  -4.8  2.9  1.9  4.8  

b.教育改善 13.1  59.9  27.0  3.7  2.7  -6.4  -3.7  

c.研究水準の高度化 12.3  49.6  38.0  1.6  -1.1  -0.5  -1.6  

注： 網掛けは【第 1 回からの増減】は±5%ポイント以上の変化、【肯定の増減】は±10%ポイント以上の変化 

出所： 第 1 回の問２２、第 2 回の問１５． 

 

 注目するべきなのは第 1 回と第 2 回調査を比べると【教育改善】を、＜きわめて重要＞と位置付ける教員

が顕著に減少している点である。回答を設置者別、年齢階層別にみると（図表 2.4.4）、設置者別には国立公

立より私立大学でその割合が高い。第 1 回調査では 4~5 割が＜きわめて重要＞と答えていた。これに対し

て国公立では 2 割程度に過ぎなかった。また年齢階層別でみれば若い層でそうした意識が強く、とくに私立

大学でその傾向がみられた。 

 しかし第 2 回調査では、いずれの設置形態、年齢階層でもその割合が減少している。また特に私立大学の

若年層でその落ち込みが大きかった。大学教育の改革にむけての世論や政策がすすめられる中で、一種の

【改革疲れ】が生じていると解釈することもできる。 

図表表 2.4.4大学の課題 ー 教育改善 ＜きわめて重要＞の割合（％） 
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 【研究水準の向上】についは（図表 2.4.5）、＜きわめて重要＞とする割合が、年齢がわかいほど高く、中

高年層で低くなっていく傾向が明確である。他方で設置形態による相違は明確でない。また第 1 回と第 2 回

との変化も大きくない。 

 

図表 2.4.5 大学の課題 －研究 ＜きわめて重要＞の割合（％） 

 

 【学生の確保】については予測のとおり、設置形態による相違が大きい（図表 2.4.6）。＜きわめて重要＞

な課題と答えた教員は国公立大学では 1~2 割程度であったが、私立大学では 5 割前後となる。年齢との関

係は一貫していない。ただし第 1 回と第 2 回とを比較すると、全体では大きな変化はない。しかし仔細にみ

ると、国公私立のいずれでも 50 歳台以上で危機感が上昇しているのに対して、若年層ではむしろ減少する

傾向がみられる。 

図表 2.4.6 大学の課題― 学生の確保 ＜きわめて重要＞％ 
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学長の選任  

 日本の国立大学および伝統のある大学では一般に、学長の選任に教員が参加することが一般化してきた。

ただしこれは法制上に規定されてきたことではなく、むしろ教員の間にそれを当然とする合意が歴史的に形

成されてきたことによる。しかしこれを法制上の権限を持つ機関（国立大学法人にあっては学長選考委員会、

私立大学にあっては理事会、公立大学ではそのいずれかに類似する機関）の権限を強化するべきだという動

きが強くなってきた。これについて教員はどのように考えているのか。 

 調査票は【 a. 学長の選任に、教員は投票で参加すべきだ】という項目についての意見を聞いている（図

表 2.4.7, 図表 2.4.8）。回答をみると、肯定（＜強くそう思う＞と＜そう思う＞）が圧倒的である。ただし第

一回では肯定が 9 割であったのが、第 2 回では 8 割と、ほぼ 1 割減少した。しかも＜強くそう思う＞が第

1 回の 43 パーセントから、第 2 回には 34 パーセントと、10%ポイント減少した。否定的な回答はあまり多

くなっていないものの、趨勢としては、学長選考に関する教員の合意が弱体化する兆しがみえる。 

 

図表 2.4.7 学長の選任への教員参加 

 第２回 第１回からの増減 肯
定
的
な
回
答
の
増
減 

強
く
そ
う
思
う 

そ
う
思
う 

そ
う
思
わ
な
い 

全
く
そ
う
思
わ

な
い 

強
く
そ
う
思
う 

そ
う
思
う 

そ
う
思
わ
な
い 

全
く
そ
う
思
わ

な
い 

a.学長の選任に、教員は投票で参加

すべきだ 
34.4  48.0  15.3  2.3  -8.7  3.7  4.4  0.6  -5.0   

注： 網掛けは【第 1 回からの増減】は±5%ポイント以上の変化、【肯定の増減】は±10%ポイント以上の変化 

出所： 第 1 回の問２４、第 2 回の問１４． 

 

図表 2.4.8 学長の選任への教員参加 

 

 出所： 前図表に同じ 
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 これを設置者、年齢層別にみると（図表 2.4.9）、学長選任への教員参加は国立大学で高い傾向があった。

とくに国立大学の 50 歳台以上の教員は半数が＜きわめて重要＞と考えていた。しかし第 1 回から第 2 回を

比べて、支持の減少が、ほぼ国公立、年齢層を通じて起こっている。減少はとくに国立、私立大学の 20 歳

台、30 歳台においてもっとも顕著である。他方で、とくに国立大学の 50 歳台以上では減少の幅は限られて

いる。結果として国立大学では、年齢による差が多くなっている。 

 

図表 2.4.9 学長選任への教員参加 ＜きわめて重要＞％  ―設置者別、年齢層別 

 

出所： 前図表に同じ 
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2.5 分析のまとめ  

 教員の変化についての分析の主な論点は以下のようにまとめることができる。 

変化した点  

 改革に一応、少なくとも表面上は改革に前向きの変化とみられる兆候と、後退のそれとに二分して整理し

てみた（図表 2.5..1）。 

図表 2.5.1 変化した点 

  プラス マイナス 

授業方法 

授業方法 

・【グループワーク】が増加 ・【興味がわく工夫】は最も<力を入れてい

る＞が多いが、第１回調査と比べれば減

少 

効果の評価 
・【グループワーク】の評価が

上昇 

・【興味がわく工夫】の評価が最も高いが、

第 1 回からは減少 

教育体制・

目的 

教育体制 

・【修得内容の標準化】が増加 

・【授業・教材の標準化】が増

加 

・【週 2 回授業】少し増加 

・【ゼミ・研究室】志向への肯定がもっとも

高いが、第 1 回からは減少 

 

体制のあり方 
・【授業・教材】標準化への疑

念が低下 

【ゼミ・研究室】＜非常に重要＞が減少 

目的 

・【学問の基礎を教える】への

支持が最も高い。 

・【特定の知識・技能】修得へ

の抵抗が減少 

・【学生の成長の契機】が増加 

【学実に学問の基礎を教える】＜きわめて

重要＞減少 

・【誰にとっても意味がある大学教育】への

支持が減少 

・ 

大学組織 

教育改革の位

置づけ 

 ・【教育改善】がもっとも重要な問題とみら

れているが、＜きわめて重要＞は減少 

・<入学者の確保＞について<問題ない＞が

減少 

FD 

 ・【授業の相互参観】、【教員間の討論】の

いずれも＜非常に有効＞が減少 

・【授業の相互参観】は<有効ではない＞が

増加 

ガバナンス 

 ・【学長選任への参加】は支持が大きいもの

の、第 1 回からは減少。とくに若年層で

著しいい 
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授業方法  

 授業方法について最も目立つのは【グループワーク】を行う傾向が強くなった点である。またこれに関

しては実施による効果に対する期待が高い。これは前述の学生調査の結果とも一致する。またその有効

度に関しても、とくに懐疑的な見方が減少している。またこの傾向は設置形態を問わず、また年齢を問

わず見られた。この十年間における授業方法の最大の変化はグループワークの浸透であった。いわば

「学生包摂志向」が教員の間に広まっている。 

 【興味がわく工夫】は、依然として教員がもっとも＜力を入れている＞点であり、これは学生調査での

結果とも対応している。しかし第 1 回調査と比べれば、減少の傾向がある。またその効果についても、、

＜非常に有効＞がもっとも多い。しかし第 1 回に比べれば顕著に減少している。第 1 回から比べれば、

微妙にその位置が後退する傾向がある。 

教育体制・理念  

 ゼミ・研究室における教員・学生間の接触を図る【ゼミ志向】はもっとも教員が＜力をいれている＞点

である。しかし第 1 回と比較すれば、その地位は顕著に後退ししている。またその重要性についても<

非常に重要＞が減少している。 

 教育内容・方法を標準化し、カリキュラムを体系化する【体系化志向】は、＜行っていない＞が顕著に

減少した。ただしその重要性の地位は変わっていない。他方で授業内容・教材を標準化し、TA を用い

ることの効果については肯定的な見方が増えたが、実際には実施されていない。 

 教育の目的については【確実に学問の基礎を教える】への支持が最も多く、これは第 1 回調査とほとん

ど変わっていない。ただし＜非常に重要＞は減少した。 

 他方で【学生の成長の契機になる】が＜非常に重要＞とする割合が顕著に増加した。【特定の知識・技

能を習得させる】ことへの強い抵抗が減少とした。他方で【職業関連知識・技能】に対する強い反感が

減少した。 

 全般的に大学【誰にとっても意味のある教育】の場とすることに対しては肯定する割合が顕著に低下し

た。この変化は大学の設置形態、年齢を問わず見られた。 

大学組織・ガバナンス  

 所属大学の課題としては【教育改善】がもっとも重要とされているが、＜きわめて重要＞とする割合は

減少した。【入学者の確保】の重要度が増した。 

 FD については一般的には有効と感じられている。しかし【授業の相互参観】および【教員間の討論】

のいずれについても、＜非常に有効＞とする割合は減少し、とくに前者については＜有効ではない＞と

する回答が増えた。 

 【学長の選任への教員参加】については依然として 8 割が支持しているが、第 1 回に比べれば顕著に

減少した。とくに＜強くそう思う＞は、43 パーセントから 34 パーセントへと、1 割程度の減少を見せ

た。この傾向は設置形態を問わずみられ、年齢別には若年層で著しい。 

 

何を示しているか  

 以上の分析結果は仮説的に以下のように説明することができる。 

１） 日本の大学教育は、講義を中心とする注入型の教育を、ゼミや研究室の小規模の帰属集団における教

員と学生、学生同士の人的な関係で保管する、という教育スタイルをとってきており、こうした意味での【ゼ
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ミ・研究室】志向は強い影響力をもっている。しかしそうした志向は、とくに若年の教員を中心として後退

しつつある。現代の学生は固定した人間関係の中での拘束は好まれない。また教員の人格的な陶冶も、一面

的には人的な拘束であるために好まれない。 

代わって、授業で修得するべき知識・技能の標準化、カリキュラムの体系化など、アメリカ型の教育スタ

イルが影響力を強めている。ただしそのためには週二回の授業、提出物へのコメント、TA の採用などの教

育条件、また教員個人としての時間的負担が必要であり、現実の普及の制約となっている。 

２） 多くの教員は教育改善の道を【わかりやすい】あるいは【興味をもたせる】授業に求めている。教員

の立場からすれば、学術体系を基礎として、そのうえで社会の要求にこたえるという意味でもっとも論理的

なものである。 

ただしそれは、講義とそれに応じた学生の教室外での学習との組み合わせによってしか十分な効果を上げ

えない。ところが学生の学習時間は容易に変化しない。高校時代の学習時間は引き続き減少しており、自律

的な学習経験が少ないだけでなく、現実に多数の授業を履修するための制約もある。そうした現実が浸透す

るにしたがって、教員の授業の改善の効果への期待も低下する傾向がみえる。また授業の相互参観や、教育

をめぐる討論などの手段の効果にも懐疑的となる傾向が生じている。 

３） その中で、学生の学修行動に現実的に対応する授業方法として「ｸﾞﾙｰﾌﾟﾜｰｸ」を用いる傾向が強まっ

ており、その傾向は大学の設置形態あるいは教員の年齢層を通じてみられる。また教員のｸﾞﾙｰﾌﾟﾜｰｸに対す

る疑念も少なくなっている。その背後には、現在の学生が小中学校の時代からこうした形態になれてきてお

り、授業への参加が学生の達成感を生み、さらにそれが教員の達成感につながる、という構図がある。また

大学教育の理念として、学生の人格的成長を重視する傾向が強くなっていることもその要因となっている。 
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第 3 章 学部単位でみた変化  

 この研究の特徴は、第 1 回調査の協力大学（学部）を対象として第 2 回調査を行っているために、学生に

ついては学部を単位として、第 1 回と第 2 回の変化を観察できることである。全部で１５１の学部につい

て、調査に対する回答の学部平均値を算出し、そこから学部単位でどのような変化があったかを分析した。 

3.1 教室外の学習時間  

2 時点間の相関  

 まず授業の予習、復習、課題の作業など、教室外でおこなう学習時間について、週に 6 時間を超える学生

の割合を、第 1 回と第 2 回データから算出した（それぞれ【第 1 回高学習時間比率】、【第 2 回高学習時間

比率】と略記）。第 2 回を従属変数、第 1 回を独立変数とする回帰分析をした（図表 3.1.1）。5 

 

図表 3.1.1 教室外学習時間の回帰分析 

 N 定数 回帰係数 R 

定数 標準誤

差 

 係数 標準誤

差 

 β 

総数 151 10.651 2.460 *** 0.461 0.058 *** 0.544 .544 *** 

専門分野別           

人社教芸 59 3.752 2.449   0.533 0.070 *** 0.709 .709 *** 

理工農 39 24.685 6.329 *** 0.258 0.139 * 0.288 .288 * 

保健・家政 31 29.973 5.416 *** 0.140 0.108   0.230 .230   

その他 19 1.027 7.460   0.598 0.174 ** 0.630 .630 ** 

選抜性           

低（～45） 26 5.374 3.549   0.482 0.118 *** 0.632 .632 *** 

中（45～55） 55 0.977 3.849   0.666 0.089 *** 0.715 .715 *** 

高（55～） 64 24.397 4.544 *** 0.211 0.101 * 0.254 .254 * 

 注： 従属変数： 第 2 回高学習時間比率（第 2 回調査で学修時間 6 時間以上の学生の割合、1-3 学年） 

    独立変数： 第 1 回高学習時間比率（第 1 回調査で学習時間 6 時間以上のが学生の割合、1-3 学年） 

    ***99.9 パーセントで有意、**99 パーセント、*90 パーセント 

 

 まず明らかなのは、第 1 回と第 2 回との結果との間には強い関係がある点である。第 1 回での学習時間

の回帰係数は有意性が高く、相関係数も 0.544 と高い値を示した。専門分野別におこなった回帰分析をみる

と、とくに 2 時点間の関係が強いのは人社教芸（人文、社会、教育、芸術）で相関係数は、0.7 に達する。

他方で理工農では相関が低く、保健・家政では相関が有意ではなかった。回帰係数をみると、理工農、保健・

家政では定数の標準誤差が小さく、有意性も高い。大学をつうじて、学修時間に一定の標準性があることを

 
5  前述のように第 2 回調査の質問票では、選択肢＜1-5 時間＞を、<1-2 時間＞と＜3-5 時間＞に二分した

ため、回答に微妙な相違がある可能性がある。 
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示しているのかもしれない。また学部の入学選抜性によって分類して回帰分析をすると、とくに高い選抜性

の学部で 2 時点間の相関が低かった。 

 このように学習時間についての指標が二時点間での相関が高いことは、学修時間は学部の特質の持続性が

高いことを示している。これを【レガシー効果】と呼んでおこう。言い換えれば、学修時間については、制

度、カリキュラム、教員、学生が共有する価値や行動規範が総体として、一種の学部固有のカルチャーのよ

うなものを作っており、それが、それが少なくとも十年程度のスパンでは大きな規定力をもっていることに

なる。 

授業形態の効果  

 教室外学習時間の変化に対する、授業方法の影響を知るために、第 2 回高学習時間比率を従属変数とし、

第 1 回高学習時間比率と、授業方法とを独立変数とする重回帰分析を行った。授業方法は、第 2 回調査にお

いて学生が【理解をさせる工夫】、【提出物に対するコメント】、【ｸﾞﾙｰﾌﾟﾜｰｸ】の三つの項目について、＜よ

くあった>ないし<ある程度あった＞と回答した学生の割合について学部の平均値を出した。その結果（回

帰係数については標準化係数）を示している（図表 3.1.2）。 

  

図表 3.1.2 教室外の学習時間の重回帰分析 

 定数 独立変数の標準化係数（ベータ） 

第 1 回  

6 時間以上比率 

授業方法 

理解しやすい工夫 コメント グループワーク 

全 サ ン プ

ル 

(N-149) 

4.878    0.554  *** 0.145  *     

3.265    0.552  ***   0.100      

(0.769)   0.554  ***     0.021    

選抜性 

低 

(N=26) 

16.299  ** 0.629  * 0.097        

7.846  ** 0.538  ***   0.221      

4.842    0.612  **     0.038    

中 

(N-55) 
(0.717)   0.704  *** 0.065        

21.275  *** 0.669  *   0.180  *   

9.107  *** 0.712  ***     0.057    

高 

(N=64) 

 

5.414    0.242  ** 0.306  *     

0.181    0.252  ***   0.199      

23.954  *** 0.253  *     0.032   

 従属変数：第 2 回 6 時間以上比率 （第 2 回調査で学修時間 6 時間以上の学生の割合、1-3 学年） 

 独立変数： 第 1 回 6 時間以上比率（第 1 回調査で学習時間 6 時間以上のが学生の割合、1-3 学年） 

       授業方法変数 

        理解に工夫： 経験した授業【理解しやすい工夫】への回答＜よくあった＞割合 

        コメント：        【提出物へのコメント】への回答＜よくあった＞割合 

        ｸﾞﾙｰﾌﾟﾜｰｸ：        ｸﾞﾙｰﾌﾟﾜｰ【ｸﾞﾙｰﾌﾟﾜｰｸ】への回答<よくあった>わりあい 

  ***99.9 パーセントで有意、**99 パーセント、*90 パーセント 
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 ここからまず明らかなのは、第 2 回での高学習時間比率への影響からみれば、第 1 回での高学習時間比

率が圧倒的であるという点である。標準化回帰係数は 0.5 程度で、統計的な有意性も高い。 

これに対して、授業方法の影響は一般に低い。一定の影響力を持っているのは【理解を助ける工夫】で、

特に選抜性の高い学部でその影響が目立つ。他方で【提出物へのコメントは回帰係数の値が低く、有意性も

低い。また【ｸﾞﾙｰﾌﾟﾜｰｸ】は学習時間にほとんど関係がないことが明らかである。 

 学習時間に関するかぎり、学部に固有のカルチャーに規定力がきわめて高く、授業上の工夫がほとんど変

化をもたらしていない、ということになる。ただ【理解させる工夫】は選抜性の高い学部では一定の効果を

もつ。 

3.2  授業の有効感  

 質問票はもう一方で、学生自身が、知識・能力（コンピテンス）を形成するうえで有効であったか否かを

聞いている。その答えについて＜役にたった＞ないし＜ある程度役にたった＞と答えた学生の割合を（【授

業有効感】）、第 1 回第 2 回の調査結果について算出した。 

有効感の安定度  

 まず第 2 回の有効感度を従属変数、第 1 回の有効感度を独立変数とした回帰分析を行った（図表 3.2.1）。

これをみて明らかなのは、授業有効感についても、第 1 回の結果と第 2 回の結果との相関が高いという点

である。いずれに知識・能力項目についても相関係数は 0.4 以上あり、統計的にも高度に有意であった。と

くに職業に関連する知識、外国語については、相関係数が高い。授業有効感についても、学修時間と同様の

レガシー効果を認めることができる。 

 

図表 3.2.1 授業の有効感のレガシー効果 － 回帰分析 

 

 定数 独立変数- 第 1 回有効感 R 

 係数 標準誤差  係数 標準誤

差 

β  

職業関連知識 27.607 3.018 *** 0.700 0.046 0.781 *** 0.781 *** 

専門知識 44.921 5.490 *** 0.476 0.072 0.476 *** 0.476 *** 

文章力 35.784 2.335 *** 0.557 0.053 0.652 *** 0.652 *** 

外国語 21.795 1.788 *** 0.636 0.048 0.736 *** 0.736 *** 

考える力 44.611 3.898 *** 0.418 0.069 0.443 *** 0.448 *** 

広い視野 52.813 3.417 *** 0.344 0.054 0.463 *** 0.430 *** 

従属変数：第 2 回 学部平均値 

【授業は役にたった】に対する答え、1（低）から４（高）のうち、３と４の合計 

独立変数：第 1 回 学部平均値 同上 

N=151、***99.9 パーセントで有意、**99 パーセント、*90 パーセント 
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授業方法の影響  

では、レガシー効果を前提としたうえで、授業方法はどのような影響を与えているのか。知識技能の項目

別に、第 2 回の有効感を従属変数とし、第 1 回の有効感（レガシー効果）と現在の授業方法を独立変数とし

て重回帰分析を行い、その授業方法についての係数を示した（図表 3.2.2）。 

 

図表 3.2.2 授業の有効感の規定要因 －重回帰分析 

 

従属変数 

独立変数 R 

 第 1 回結果 教育方法 

理解させる工夫 コメント ｸﾞﾙｰﾌﾟﾜｰｸ 

β  β  β  β  

職業関連の知識 

0.779 *** 0.017       .781 

0.736 ***   0.130 *   .790 

0.757 ***      0.074  .784 

専門分野の知識 

0.397 *** 0.500 ***     .686 

0.440 ***   0.229 **   .527 

0.488 ***      -0.054  .479 

文章力 

0.545 *** 0.414 ***     .765 

0.633 ***   0.131 *   .664 

0.653 ***      -0.005  .652 

外国語 

0.707 *** 0.205 ***     .763 

0.725 ***   0.070     .739 

0.751 ***      -0.056  .738 

考える力 

0.312 *** 0.530 ***     .678 

0.431 ***   0.128 *   .461 

0.448 ***      -0.014  .443 

広い視野 

0.432 *** 0.131 *     .480 

0.466 ***    -0.028    .464 

0.330 ***     0.302 *** .536 

従属変数：第 2 回  

【授業は役にたった】に対する答え、1（低）から４（高）のうち、３と４の合計 

独立変数：第 1 回 学部平均値 

      【授業は役にたった】に対する答え、1（低）から４（高）のうち、３と４の合計 

授業方法（よくあった、あったの計） 

N=151、***99.9 パーセントで有意、**99 パーセント、*90 パーセント 
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 結果として明らかなのは、授業方法が授業の効果感に一定の効果を持っていることでる。とくに注目され

るのは【理解しやすい工夫】がある授業多くあったと感じた学生の割合が、授業の効果感に重要な影響を与

えている点である。「考える力」、および「専門分野の知識の形成」にたいしては、【理解しやすい工夫】の

標準化回帰係数（ベータ）は 0.50 程度にのぼり、第 1 回の計測結果の影響（レガシー効果）とほぼ同様か、

あるいはそれより高い規定力を示す。 

 また【提出物へのコメント】も「専門分野の知識」の形成に従業な影響を与え、さらに「文章力」、「考え

る」力の形成にも有効と考えられている。 

 他方で【ｸﾞﾙｰﾌﾟﾜｰｸ】については、ほとんど統計的に有意な影響が認められない。唯一、効果があったの

は、「広い視野の獲得」についてであった。 

知識能力（自己評価）への影響  

 では授業の有効感は、どの程度、知識能力の水準に対する自己評価に影響しているのか。それをみるため

に、従属変数を【自分の知識能力の自己評価】、独立変数を第 1 回調査での. 【自分の知識能力の自己評価】、

および【授業は役にたった】に対する答え、として重回帰分析を行った（図表 3.2.3）。 

 

図表 3.2.3 知識能力の自己評価の規定要因 －重回帰分析 

従属変数 定数 第 1 回結果 授業の有効感 R 

係数 β  係数 β   

職業知識 -4.252    0.012  0.008    0.271  0.503  *** 0.618  

専門分野の知識 26.104  *** 0.184  0.133    0.379  0.477    0.133  

文章力 11.804  *** 0.120  0.136  * 0.423  0.615  *** 0.431  

外国語 4.346  ** 0.256  0.270  *** -0.014  -0.017  *** 0.678  

考える力 8.127  * 0.169  0.166  * 0.277  0.263  *** 0.501  

広い視野 16.828  ** 0.077  0.082    0.265  0.380  ** 0.296  

従属変数：第 2 回 【自分の知識能力の自己評価】に対する答え、1（低）から４（高）のうち、３と４の合計 

独立変数：第 1 回 【自分の知識能力の自己評価】に対する答え、1（低）から４（高）のうち、３と４の合計 

     第 2 回 【授業は役にたった】に対する答え、1（低）から４（高）のうち、３と４の合計 

N=151、***99.9 パーセントで有意、**99 パーセント、*90 パーセント 

 

 結果をみると、レガシー効果はある程度あるものの（とくに【職業に関する知識】）、より規定力が強いの

は、授業の有効感であった。とくに「職業に関する知識」および「考える力」については、βの値が 0.5 か

ら 0.6 を示し、レガシー効果よりはるかに大きい。 

ただし「専門分野の知識」であり、これはレガシー効果も、授業の有効度も規定力が小さい。いいかえれ

ば、学術的な体系に照らして自分の知識・能力を判断できる点においては、規定力が小さい。「外国語」に

ついてはレガシー効果が最も大きい。授業の有効感はマイナスの効果を持っており、それはより有効な授業

を受けるほど、自分の学力の限界が認識しやすい、と解釈することができる。 

 この結果をみると、一般的なコンピテンスについては、授業の有効感が、能力の自己評価に結びついてお

り、それは授業それ自体が、自身の能力の自己評価を生んでいると解することができる。 
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3.3．学生の学習実態の教員に対する影響  

授業方法が学生の学習行動に影響を与えている、という枠組みで以上の分析を行ってきたが、逆に教員は

現実の学生の学習行動をみて、どのような授業をするか、というストラテジーを立てている、と考えること

もできる。とくに今回のデータからは第 1 回（10 年前）の学生の学習時間についての情報が得られるわけ

であるから、それが現在の教員の授業方法の選択をどのように規定しているか、というモデルに基づいた分

析も可能である。 

従属変数を、第 2 回の調査から教員の授業方法の改善（＜力を入れている＞ないし＜おこなっている＞と

答えた回答の割合）、独立変数を第 1 回調査で授業外の学習時間が 6 時間以上であった学生の割合として、

回帰分析を行った（図表 3.3.1）。 

 

図表 3.3.1 第 1回学生学習時間の、第 2回授業プラクティスへの影響 

従属変数 

独立変数：学習時間 5 時間以下の学生の割合 

回帰係数 R 

定数  係数 β   

達成目標を明確化 93.446 *** -0.058 -0.176 * -0.176 

香味持たせる工夫 98.065 *** -0.020 -0.151 * -0.151 

補助的指導 49.011 *** 0.305 0.253 ** 0.253 

出席をとる 81.378 *** -0.014 -0.011   -0.011 

小テスト 80.374 *** -0.128 -0.150 * -0.150 

課題へのコメント 50.293 *** -0.271 -0.186 * -0.186 

意見をのべさせる 66.294 *** -0.162 -0.126   -0.126 

ｸﾞﾙｰﾌﾟﾜｰｸ 43.355 *** -0.357 -0.227 ** -0.227 

独立変数： 第 1 回調査で、授業外学習時間が 5 時間以上の学生の割合 

従属変数： 第 2 回調査で、各授業プラクティスに<力を入れている＞ないし＜おこなっている＞と答えた 

      教員の割合 

N=135 学生回答者 5 人以上の学部のみ 

 

 この結果をみると、ほとんどの項目について授業方法の改善を目指す教員の割合は、10 年前の学生の学

修時間と有意なマイナスの回帰係数をしめしている。言い換えれば、10 年前に学生の学修時間が少なかっ

た学部ほど、様々な授業方法の改善を行っている。 

 とくにここで注目されるのは、【ｸﾞﾙｰﾌﾟﾜｰｸ】が、10 年前に授業外学習時間が少ない学部において、より

多く採用される傾向が明らかなことである。学習時間の制約が容易に変わらないとすれば、教室の中でいか

に学生の学修をひきだすことかが重要になり、教員はそうした状況に対応してきたことを示すものと解する

ことができる。 

唯一の例外は【補助的指導】で、ここでは重回帰係数は有意のプラスの値を示している。これは補助的指

導が本来、学修時間を増加させる機能を果たすのだが、その改編は組織的、財政的な基礎を必要とするため

に、一人ひとりの教員はその拡大を望んでいるとしても、実行できないことを示しているのであろう。 

 このように授業方法と授業時間との関係の間には、相反する因果関係が含まれている。 
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3.4 学部単位の分析のまとめ  

 以上の分析結果を解釈すると以下のようになるだろう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１） 学習時間は、学部で形成されてきた学生と教員の相互期待に強く規定されている。そのために、授業

の改善は、「理解させる工夫」が弱い効果をもつものの、ほかの方法は学習時間に有効な影響を与えること

ができない。 

２） 授業有効感も学部カルチャーに強く依存されているが、それと学習時間との間には明確な関係がない。

他方で授業改善、とくに授業内容を理解させる工夫は、学生に授業が知識・能力の形成にもつ効果について

の評価を高くしている。 

３） 学習時間が少ない学部では、教員はそれを克服するために授業改善により力を入れる傾向がある。と

くにｸﾞﾙｰﾌﾟﾜｰｸはそうした意味で重視される。しかしそれは上述の１）の経路が強力なために、授業時間の

増大には有効な力を発揮することができない。 

 

 

  

学部のカルチャー 

授業改善 

学習時間 

 

授業有効感 
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結論  

以上の、学生、教員、学部単位の分析の結果をまとめてみれば、ここ十年ほどの間に日本の大学教育には

重要な変化が起こっているようにみえる。それを一つのストーリーとして仮説的にまとめてみれば、以下の

ようになるのではないだろうか。 

１. 日本の大学教育は、21 世紀の初頭にかなり大きな変化を遂げた。上記の社会的、政策的環境の中で、

大学は組織として教育機能の強化のために多様な改革を行った。必ずしも本来の姿ではなかったとしても、

「シラバス」を作成して授業内容を明示し、「三ポリシー」によって入学、教育、卒業の目標を明文化した。

専門分野の知識・技能だけでなく、それで形成される「コンピテンス」を言語化し、授業との関連を示す「カ

リキュラム・マップ」が作られた。また学習支援組織・施設、インターンシップ、留学機会などによって、

広い意味での学習環境も整備された。 

大学教員の中にもまたそうした社会的要求の中で教育の改善への努力が拡大した。授業は専門分野の学術

的体系性への解説から、より学生が修得しやすい形への授業へと変えていく方向へ変化した。教員調査と学

生調査の結果には多少のずれがあるが、それは教員の側からの努力は第 1 回調査より前にすでに起こって

おり、それが定着したのが 2010 年に入ってからだと解釈される。2010 年台に明確に拡大したのはｸﾞﾙｰﾌﾟﾜ

ｰｸであり、これは学生調査と教員調査の結果が一致する。 

２. 教育体制・授業の変化は学生の意識と学習行動に大きな影響を与えた。大学全体としての教育改革は

学生が接する学習環境や授業に、具体的な変化を生じさせるとともに、そうした変化がどのような意図によ

って行われているかを認知する枠組みを変化させた。また学生自身も大学生であることに正当性を見出すこ

とが求められる。逆にいえば大学生は大学授業とは別に、自ら学習するべきもの、という古典的な「学習の

自由」モデルは後退した。こうした背景から、学生は授業を知識・能力の形成に役立つものと評価し、とく

に汎用的な知識能力の自己評価も高くなった。大学全体に対しての評価もより肯定的になった。 

 しかし、学生の学習時間は 2010 年台を通じてほとんど変わっていない。それは一方で学生が一学期に平

均 13 コマを履修し、個々の授業に教室外で学習することを考えないという習慣が一般化していること、他

方で教員はそうした学生の行動を感じ取り、通常の授業では教室外での学習を多く期待しない、という、教

員と学生の相互の期待が一つの構造的なカルチャーともいうべきものを作っているからである。そうしたカ

ルチャーが頑健であり、学生本位の授業とすることによっては改編することはできない。 

３．  教員はこの中で矛盾に直面している。学生の学習時間が短い大学では特に教員は授業を学生により

親和的にする努力を行ってきたが、しかしそれも教員・学生の相互期待の構造の拘束を破ることはできない。

したがって教員の間には授業改革の効果については悲観的な見方が広がっている。この中で、一つの可能性

は「ｸﾞﾙｰﾌﾟﾜｰｸ」などの学生参加型の授業であって、こうした授業では学生は従来の学習行動の枠内で、授

業の時間においてより充実した経験をし、それが教員にも達成感をもたせるという循環を生じさせた。 

これを長期的な視点からみれば、旧来の一方的講義による授業を、ゼミ・研究室での人的接触で補完する、

という日本型モデルには教員の支持が少なくなっているとみることができる。ゼミ、研究室は閉鎖的なメン

バシップ空間であり、授業のように学生が選択する一時的な空間ではない。現代の学生にとってはそのほう

が望ましく、教員もそれを感じているのではないか。他方で教員は、授業の体系化、週 2 回授業などによる

授業内容への集中度の強化、などのアメリカ型のモデルへの支持を拡大している。また教員の評価、インセ



 

60 

 

ンティブの設定などにも従来のような拒否感が低下している。学内運営についても学長選考への直接の参加

については懐疑的な傾向が生じつつある。一定のシフトが起こりつつあるとみるべきであろう。 

 

 以上のストーリーにはさらに実証的に詰めて検討するべき点、さらに精緻な分析方法を試みる可能性も少

なくない。それは将来の課題である。しかしそれにしても、上述のストーリーを根本的に覆す可能性はあま

り大きくないのではないかと考える。 

むしろ将来の課題はこうした変化がどのような問題点をはらんでいるかを検討することであろう。ひとつ

の問題は「ｸﾞﾙｰﾌﾟﾜｰｸ」など学生参加型の授業の拡大をどのようにとらえるかという点である。上述のよう

に参加型の授業は学生が自分の身の回りの現実や、自分の経験をもとにして、周囲の学生と話しある、とい

う点において、学生に充実感をもたらす。教員にとってもそのような学生の充実感が教育者としての達成感

をもたらすことになる。 

しかも現在の学生は、成長過程における社会的な経験が限られる一方で抽象的な情報が飛び交うなかで、

自分の考えかたの中軸を求める要求が強い。この意味での人格的成長として、参加型授業が従業な役割を果

たしている可能性は少なくない。教員にとっても、そうした意味での学生の成長を実感することができると

もいえる。しかしこのような方向は、ともすれば一時の体験におわり、一定の方向へ熟成するとはかぎらな

い。実際、学生自身の評価をみると、ｸﾞﾙｰﾌﾟﾜｰｸは「広い知識」を身に着ける以外に、とくに役にたったと

評価されていない。 

他方で学生の学習時間が停滞している現状の持つ意味は少なくない。分析でみたように、学修時間は大き

く学部の「カルチャー」に規定されていると考えられる。そこにはこれまでの教育や学生の特性が反映して

いるのだろうが、重要なのはそれが学生と教員の行動に、一定の相互期待が形成され、それが授業と学習行

動を規定してる、という点である。それを「教育・学習カルチャー」と呼んでおこう、それは学校教育研究

における「スクールエフェクト」とも類似している。上の分析はそれを現代日本の大学の学部間の相違の統

計的な分析によって見出したわけだが、日本の大学全体をとってみても、いわば日本的な教育・学習カルチ

ャーの構造があり、それが例えばアメリカの対応する教育・学習カルチャーとは大きく異なる。それが彼我

の学習時間の大きな差をもたらしているとみることができる。 

このような教育・学習カルチャーはそれが制度化されたものでない。ましてそれは大学内部だけでなく、

企業の学卒者採用の慣行などと社会的な要因にも規定されているために、頑健であり、容易に変化させるこ

とのできないものである。200 年台から行われてきた、詳細な KPI を用いて財政補助を槓桿とする大学教

育改革への政策手段が、この点において明確な効果を上げることができなかったのは、以上の議論の示すと

ころなのではないか。 

同時に学術的な専門知識が卒業後には表面的にはほとんど用いられることがないこと、他方で学生の人格

的成長の重要性が認識されてきたこと、が学習時間そのもの重要性を相対的にひくく見せる傾向を生じさせ

ていることにも留意するべきである。たしかに学習時間はそれだけでは教育的にほとんど意味をもたない、

一つの指標であるかもしれない。しかしそれは、これからの学生が生きていくうえで、きわめて重要な意味

を持っているように思われる。 

一般に現代社会は多様で、しかも流動性がますます高くなっていく時代であるといわれる。その中で新し

いものや、人間・社会のニーズ、ものの考え方を作りだす能力が求められる。教育そのものは本質的にこれ

までの知識にもとづくものであるから、新しいもの、そのものを教えることはできない。しかしそうした力

を作ることはできると考えられてきた。教育の個々の過程とは、①一つのテキスト・学術体系をもとにして
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教員がその意味を教え、②学生は教室で、それまでの知識や考え方とは異なる新しいものに直面させられ、

そして③自分自身で両者を対峙させ、これまでの知識・考え方を拡大、修正することによって新しい知識を

内面化させる。ここで重要なのは、新しい知識・考え方を獲得することだけではなくて、それに至る葛藤の

過程での経験で得られる、思考習慣の蓄積、飛躍の経験である。そしてそれは、いわゆるフンボルト理念や

教養教育の古典から読み取れることでもある。 

それは③の教室外の学習が確保されなければ起こりえない。いわば上述の①、②、③がそろうことによっ

てはじめて本来の授業となりえるはずである。そうした授業をどのように一般化させていくかが、日本の高

等教育にとっての最大の課題として残されているのである。 
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附 A 学生調査  

 

サンプルの設置者別の構成とそれによる補正  

 

１）第 1 回調査サンプル  

 

 回答者 母集団 （2008 年） 抽出率 

（％） 

補正係数 

 人 構成比（％） 人 構成比（％） 

国立 17,703  36.9  454,653 16.9  3.89  0.45907  

公立 5,967  12.4  114,128 5.2  5.23  0.42205  

私立 24,365  50.7  1,951,812 77.8  1.25  1.53457  

計 48,035  100.0  2,520,593 100.0  1.91   

 母集団の出所：学校基本調査 2008（H20 ) 高等教育表４ 学部学生数 

 

２）第 2 回調査サンプル  

 

 回答者 母集団 （2018 年） 抽出率 

（％） 

補正係数 

 人 構成比（％） 人 構成比（％） 

国立 14,512  44.1  439,833 18.0  3.30  0.40909  

公立 3,799  11.5  136,297 4.5  2.79  0.39227  

私立 14,602  44.4  2,023,554 77.4  0.72  1.74538  

計 32,913  100.0  2,599,684 100.0 1.27   

 母集団の出所： 学校基本調査 2018（H30 ) 高等教育表６ 学部学生数 
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第 1 回大学生調査 質問票  
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第 2 回大学生調査 質問票  
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第１回と第２回結果の比較 － 総括表  

 

 

 

 

 

第2回 第２回 第２回 ― 第１回

問２　大学にはいってからの経験

経験した 経験した

Q2_a a.フレッシュマン・セミナー 32.4 6.3
Q2_b  b.高校での未修科目を学ぶための補修的な科目 51.4 18.3

Q2_c  c.大学での勉強の方法（スタディ・スキル）を学ぶ科目58.5 15.1
Q2_d  d.就職や将来のキャリアをテーマとした科目 70.8 16.3

Q2_e  e.インターシップ（教育実習や工場実習を含む） 40.6 15.4
Q2_f  f.他学部での聴講 31.3 5.9

留学 　ｇ＋ｈ 21.6 9.9
Q2_g  g.留学（４か月未満） 12.4

Q2_h  h.留学（４か月以上） 9.2

有用で

ない

どちらと

もいえ

ない

有用
非常に

有用

有用でな

い

どちらと

もいえな

い

有用
非常に有

用

Q2_a a.フレッシュマン・セミナー 7.0 34.9 45.8 12.2 1.0 3.8 -1.2 -3.7

Q2_b  b.高校での未修科目を学ぶための補修的な科目 5.4 30.0 52.4 12.3 -1.4 -3.5 4.2 0.7
Q2_c  c.大学での勉強の方法（スタディ・スキル）を学ぶ科目 4.5 29.3 53.0 13.2 0.1 -0.8 1.6 -0.9

Q2_d  d.就職や将来のキャリアをテーマとした科目 3.5 19.2 54.6 22.7 0.7 -0.6 3.0 -3.1
Q2_e  e.インターシップ（教育実習や工場実習を含む） 3.4 15.9 44.8 35.9 -0.3 -1.0 6.0 -4.7

Q2_f  f.他学部での聴講 7.0 30.9 45.4 16.7 0.6 1.5 -0.7 -1.3
Q2_g 　ｇ＋ｈ 13.8 24.2 29.5 32.5 4.3 1.6 -0.5 -5.4

Q2_g  g.留学（４か月未満） 12.6 22.4 31.5 33.5
Q2_h  h.留学（４か月以上） 15.4 26.7 26.9 31.1

問３．これまで受けた授業の形態①講義

数値（割） 数値（割）

Q3_1 （１００人以上） 2.44 0.10
Q3_2 ②講義（５０人以上１００人未満） 2.65 -0.15

Q3_3 態③講義（５０人未満） 2.72 -0.31
Q3_4 ④演習・ゼミ 1.14 -0.30

Q3_5 態⑤実験・実習 1.06 -0.04

問４．授業で経験したこと
ほとん

どな

かった

あまりな

かった

ある程

度あっ

た

よくあっ

た

ほとんど

なかった

あまりな

かった

ある程度

あった

よくあっ

た

1 Q4_1_a  a.授業内容に興味がわくよう工夫されている 4.0 24.8 62.0 9.1 -2.8 -8.2 7.0 4.0
Q4_1_b  b.理解がしやすいように工夫されている 2.6 19.9 66.3 11.1 -2.0 -10.0 7.2 4.8

Q4_1_c  c.ＴＡなどによる補助的な指導がある 23.3 33.6 34.0 9.1 -9.5 0.4 6.3 2.7
Q4_1_d  d.出席が重視される 2.8 12.9 49.0 35.4 0.8 3.6 1.8 -6.1

Q4_1_e e.最終試験の他に小テストやレポートなどの課題が出される1.2 7.1 49.5 42.2 -0.5 -2.3 -3.7 6.6
Q4_1_f f.適切なコメントが付されて課題などの提出物が返却される25.6 38.2 28.9 7.3 -7.9 0.2 5.5 2.2

Q4_1_g  g.授業中に自分の意見や考えを述べる 14.2 39.1 38.3 8.4 -11.5 -2.5 10.6 3.3
Q4_1_h  h.グループワークなど、学生が参加する機会がある 7.5 29.3 48.8 14.4 -17.0 -7.2 17.8 6.4

Q4_1_i  i.予習・復習が必ず必要とされている

問４．授業で経験したことは必要か

必要で
はない

ある程
度必要

非常に
必要

必要で
はない

ある程
度必要

非常に
必要

Q4_2_a  a.授業内容に興味がわくよう工夫されている 1.5 41.2 57.3 -0.3 1.3 -0.9

Q4_2_b  b.理解がしやすいように工夫されている 1.3 32.2 66.5 -0.3 3.9 -3.6
Q4_2_c  c.ＴＡなどによる補助的な指導がある 17.4 61.8 20.8 0.2 -1.3 1.2

Q4_2_d  d.出席が重視される 16.4 57.7 25.9 4.0 1.0 -5.1
Q4_2_e  e.最終試験の他に小テストやレポートなどの課題が出される10.1 67.0 22.9 -0.9 -3.6 4.5

Q4_2_f  f.適切なコメントが付されて課題などの提出物が返却される11.1 55.1 33.8 2.8 4.7 -7.5
Q4_2_g  g.授業中に自分の意見や考えを述べる 15.3 62.6 22.1 -1.6 -0.4 2.0

Q4_2_h  h.グループワークなど、学生が参加する機会がある 11.0 62.1 26.9 -3.4 0.0 3.4

Q4_2_i  i.予習・復習が必ず必要とされている
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（続き） 

 

 

  

問７．大学の授業とあなたとの関係

全くあて

はまら

ない

あまりあ

てはま

らない

ある程

度あて

はまる

よくあて

はまる

全くあて

はまらな

い

あまりあ

てはまら

ない

ある程度

あてはま

る

よくあて

はまる

2 Q7_a  a.卒業後にやりたいことは決まっている 11.0 26.3 40.8 21.9 -2.3 -1.2 2.8 0.7

Q7_b  b.大学での授業はやりたいことに密接にかかわっている9.4 29.9 43.0 17.6 -2.2 -3.8 3.6 2.4
Q7_c  c.授業を通じてやりたいことを見つけたい 7.8 22.2 47.0 23.1 -1.5 -3.0 1.0 3.5

問８．大学の授業はどのくらい役立っているか 

役立っ

ていな

い

あまり

役立っ

ていな

い

ある程

度役

立って

いる

役立っ

ている

役立って

いない

あまり役

立ってい

ない

ある程度

役立って

いる

役立って

いる

Q8_1_a  a.将来の職業に関連する知識や技能 5.4 21.5 48.2 24.9 -3.3 -7.8 4.6 6.5

Q8_1_b  b.専門分野の知識・理解 3.4 17.5 50.2 28.9 -1.4 -7.4 0.1 8.7
Q8_1_c c.論理的に文章を書く力 7.1 31.5 45.6 15.7 -7.8 -7.8 11.4 4.2

Q8_1_d  d.外国語の力 19.1 36.4 32.4 12.1 -7.0 -0.1 5.5 1.5

Q8_1_e  e.ものごとを分析的・批判的に考える力 4.7 27.6 51.4 16.3 -4.5 -8.8 8.8 4.5
Q8_1_f  f.幅広い知識、もののみかた 4.1 22.6 52.7 20.6 -3.6 -8.6 7.5 4.7

問８．自分の実力 

不十分

あまり

十分で

ない

ある程

度十分
十分 不十分

あまり十

分でない

ある程度

十分
十分

Q8_2_a  a.将来の職業に関連する知識や技能 18.4 54.3 25.3 2.0 -10.3 1.1 8.6 0.6
Q8_2_b  b.専門分野の知識・理解 17.0 53.2 27.5 2.3 -7.3 -0.3 6.9 0.8

Q8_2_c  c.論理的に文章を書く力 20.0 49.2 27.5 3.3 -9.1 5.6 3.7 -0.2
Q8_2_d  d.外国語の力 36.6 42.5 18.2 2.7 -9.2 6.0 3.0 0.2

Q8_2_e  e.ものごとを分析的・批判的に考える力 12.9 46.6 35.2 5.3 -4.3 1.3 3.8 -0.8
Q8_2_f  f.幅広い知識、もののみかた 12.2 46.1 36.0 5.7 -4.7 0.0 4.9 -0.2

問９．大学についてどのくらい満足しているか

不満
ある程

度不満

ある程

度満足
満足 不満

ある程度

不満

ある程度

満足
満足

Q9_b  b.授業外での教員との接触 6.0 26.5 57.5 10.0 -5.6 -5.4 9.2 1.8

Q9_c  c.図書館などの学習施設 4.8 14.8 54.0 26.5 -3.6 -1.8 6.3 -0.9
Q9_d  d.ＰＣなどの情報環境、サポート 6.3 17.9 52.1 23.7 -4.2 -6.7 3.2 7.7

Q9_e  e.就職指導 7.1 27.4 55.0 10.6 -5.0 -4.1 7.7 1.4
Q9_f  f.学習・その他のサポート 6.0 27.7 57.3 9.1 -6.1 -7.2 11.2 2.1

Q9_g  g.大学生活全般 6.1 20.4 57.8 15.6 -2.6 -0.9 5.9 -2.4

問１０－１．大学に入学するまでの経緯（入試形態）

受けた 受けていない 受けた 受けていない
Q10_1_a（入試形態）a.大学個別の一般入試 55.9 44.1 -8.0 8.0

Q10_1_b（入試形態）b．センター試験 60.3 39.7 2.9 -2.9
Q10_1_c（入試形態）c.推薦入試・ＡＯ入試 50.2 49.8 -2.9 2.9

Q10_1_d（入試形態）d.編入学試験 2.5 97.5 -1.3 1.3

Q10_3 （高校３年生のころの家や塾での１日の勉強時間）

していな

い

１時間

程度

２時間

程度

３時間

上

していな

い

１時間程

度

２時間程

度
３時間上

16.2 17.8 21.0 45.0 0.3 3.2 2.4 -5.9

問１2　本を何冊よむか

読まない1冊 2冊 3冊 読まない 1冊 2冊 3冊 4冊以上

Q12 問１２．本を（マンガを除く）を一ヶ月に何冊くらい読みますか49.5 25.5 11.7 5.3 17.7 -3.8 -5.0 -2.6 -6.3

問１５．これまでに感じ取ったり思ったこと 

ほとん

どない

あまりな

い

ときどき

ある
よくある

ほとんど

ない

あまりな

い

ときどき

ある
よくある

Q15_a  a.生活に熱意がわかない 14.8 30.8 40.3 14.0 0.3 2.0 -3.3 1.0
Q15_b  b.授業の内容についていっていない 12.8 35.8 41.3 10.1 -2.6 1.4 2.9 -1.8

Q15_c  c.他の学科・学部・大学や学校に入り直したい 31.9 28.0 25.6 14.5 -7.4 3.3 2.5 1.6
Q15_d  d.経済的に勉強を続けることが難しい 50.9 34.3 11.8 3.0 -6.1 5.9 0.4 -0.2
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附 B 教員調査の概要  

 

サンプルの設置者別の構成とそれによる補正 

 

第 1 回調査サンプル 

 

 回答者 母集団 （2008 年） 抽出率 

（％） 

補正係数 

 人 構成比（％） 人 構成比（％） 

国立 1,862 35.4  64,094 34.1  2.91  0.96306  

公立 442 8.4  14,083 7.5  3.14  0.89143  

私立 2,952 56.2  109,685 58.4  2.69  1.03955  

計 5,256 100.0  187,862 100.0  2.80   

 母集団の出所：学校基本調査 2008（H20 ) 高等教育表４ 学部学生数 

 

第 2 回調査サンプル 

 

 回答者 母集団 （2018 年） 抽出率 

（％） 

補正係数 

 人 構成比（％） 人 構成比（％） 

国立 1,766 62.4  61,689 35.4  2.86  0.56663  

公立 278 9.8  12,646 7.3  2.20  0.73788  

私立 785 27.7  100,068 57.4  0.78  2.06778  

計 2,829 100.0  174,403 100.0  1.62   

 母集団の出所： 学校基本調査 2018 （H30 ) 高等教育表６ 学部学生数 
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第 1 回教員調査質問票  
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第２回教員調査質問票  
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第１調査と第 2 回調査の結果の比較 - 総括表  

 

 

 

 

第
2
回

―
第

1
回

質
問

項
目

質
問

問
４

　
学

生
へ

の
評

価
十
分

不
十
分

き
わ
め
て

十
分

不
十

分
き

わ
め

て
十
分

不
十
分

き
わ
め
て

問
４

．
出

席
し

て
い

る
学

生
へ

の
評

価
a
.学

習
時

間
2
3
.5

6
3
.9

1
2
.6

問
６

2
5
.8

5
9
.8

1
4
.4

-
2
.3

4
.1

-
1
.8

問
４

．
出

席
し

て
い

る
学

生
へ

の
評

価
b
.授

業
へ

の
積

極
的

参
加

4
3
.4

5
0
.7

5
.9

4
1
.4

5
2
.8

5
.8

1
.9

-
2
.0

0
.1

問
４

．
出

席
し

て
い

る
学

生
へ

の
評

価
c
.基

礎
学

力

問
５

　
授

業
の

力
点

非
常
に

重
要

重
要
な
い

非
常

に
重

要
重

要
な

い
非
常
に

重
要

重
要
な
い

問
５

．
授

業
の

力
点

a
.最

先
端

の
研

究
成

果
に

ふ
れ

さ
せ

る
1
1
.2

5
6
.9

3
1
.9

問
４

1
1
.3

5
4
.9

3
3
.8

-
0
.1

2
.0

-
1
.9

問
５

．
授

業
の

力
点

b
.確

実
に

学
問

の
基

礎
を

教
え

る
7
0
.3

2
8
.3

1
.4

7
4
.6

2
3
.7

1
.7

-
4
.3

4
.6

-
0
.2

問
５

．
授

業
の

力
点

c
.特

定
の

知
識

・
技

能
を

習
得

さ
せ

る
3
1
.3

5
4
.9

1
3
.9

2
8
.1

5
0
.7

2
1
.2

3
.1

4
.1

-
7
.3

問
５

．
授

業
の

力
点

d
.自

然
、

社
会

と
の

関
わ

り
か

ら
学

問
の

意
義

を
教

え

る
3
1
.1

5
8
.8

1
0
.1

3
0
.4

5
6
.7

1
2
.9

0
.7

2
.1

-
2
.8

問
５

．
授

業
の

力
点

e
.学

生
の

成
長

に
き

っ
か

け
を

与
え

る
4
9
.7

4
6
.8

3
.5

4
4
.2

4
8
.7

7
.0

5
.5

-
1
.9

-
3
.6

問
６

　
授

業
方

法
　

行
っ

て
い

る
か

力
を
入

れ
て
い

る
あ
る
程
度

行
っ
て
い

な
い

力
を

入

れ
て

い

る

あ
る

程

度

行
っ

て

い
な

い
力
を
入
れ

て
い
る

あ
る
程
度

行
っ
て
い

な
い

問
６

．
授

業
の

方
法

a
.達

成
目

標
を

明
確

に
す

る
 ＊

行
っ

て
い

る
か

3
9
.7

5
6
.3

4
.0

問
５

4
1
.6

5
4
.9

3
.5

-
1
.9

1
.4

0
.5

問
６

．
授

業
の

方
法

b
.授

業
内

容
に

興
味

が
わ

く
よ

う
な

工
夫

 ＊
行

っ
て

い

る
か

5
8
.6

4
0
.3

1
.0

6
5
.1

3
4
.4

0
.5

-
6
.4

5
.9

0
.5

問
６

．
授

業
の

方
法

c
.T

A
な

ど
に

よ
る

補
助

的
な

指
導

 ＊
行

っ
て

い
る

か
6
.8

2
3
.0

7
0
.2

5
.6

2
0
.0

7
4
.5

1
.3

3
.0

-
4
.3

問
'６

．
授

業
の

方
法

d
.出

席
を

と
る

 ＊
行

っ
て

い
る

か
'

4
9
.7

3
7
.3

1
2
.9

5
1
.4

3
1
.9

1
6
.7

-
1
.7

5
.4

-
3
.7

問
６

．
授

業
の

方
法

e
.最

終
試

験
の

他
に

小
テ

ス
ト

や
レ

ポ
ー

ト
な

ど
の

課

題
を

出
す

 ＊
行

っ
て

い
る

か
4
6
.5

3
8
.0

1
5
.5

4
7
.3

3
8
.3

1
4
.3

-
0
.9

-
0
.3

1
.2

問
６

．
授

業
の

方
法

f.
コ

メ
ン

ト
を

つ
け

て
課

題
な

ど
の

提
出

物
を

返
却

す
る

＊
行

っ
て

い
る

か
2
1
.2

3
9
.3

3
9
.5

2
2
.2

3
7
.2

4
0
.7

-
0
.9

2
.1

-
1
.2

問
６

．
授

業
の

方
法

g
.授

業
中

に
学

生
の

意
見

や
考

え
を

述
べ

さ
せ

る
 ＊

行
っ

て
い

る
か

2
4
.9

4
6
.9

2
8
.2

2
4
.0

5
0
.3

2
5
.7

0
.8

-
3
.4

2
.6

問
６

．
授

業
の

方
法

h
.グ

ル
ー

プ
ワ

ー
ク

な
ど

、
学

生
が

参
加

す
る

機
会

を

つ
く
る

 ＊
行

っ
て

い
る

か
2
4
.8

3
4
.7

4
0
.5

1
8
.1

2
7
.1

5
4
.8

6
.7

7
.5

-
1
4
.3

問
６

　
授

業
方

法
　

有
効

か
非
常
に

有
効

あ
る
程
度

有
効

有
効
で
は

な
い

非
常

に

有
効

あ
る

程

度
有

効

有
効

で

は
な

い
非
常
に
有

効

あ
る
程
度

有
効

有
効
で
は

な
い

問
６

．
授

業
の

方
法

a
.達

成
目

標
を

明
確

に
す

る
 ＊

有
効

か
2
4
.5

6
8
.9

6
.7

問
５

2
6
.0

6
8
.3

5
.6

-
1
.6

0
.6

1
.0

問
６

．
授

業
の

方
法

b
.授

業
内

容
に

興
味

が
わ

く
よ

う
な

工
夫

 ＊
有

効
か

3
8
.9

5
9
.0

2
.1

4
8
.4

5
0
.0

1
.6

-
9
.6

9
.0

0
.5

問
６

．
授

業
の

方
法

c
.T

A
な

ど
に

よ
る

補
助

的
な

指
導

 ＊
有

効
か

1
3
.2

5
3
.0

3
3
.8

1
1
.9

5
0
.8

3
7
.3

1
.4

2
.2

-
3
.5

問
６

．
授

業
の

方
法

d
.出

席
を

と
る

 ＊
有

効
か

2
5
.9

5
5
.1

1
8
.9

2
7
.1

5
4
.9

1
8
.0

-
1
.2

0
.2

0
.9

問
６

．
授

業
の

方
法

e
.最

終
試

験
の

他
に

小
テ

ス
ト

や
レ

ポ
ー

ト
な

ど
の

課

題
を

出
す

 ＊
有

効
か

3
5
.3

5
8
.8

5
.9

4
0
.7

5
2
.9

6
.4

-
5
.4

5
.9

-
0
.5

問
６

．
授

業
の

方
法

f.
コ

メ
ン

ト
を

つ
け

て
課

題
な

ど
の

提
出

物
を

返
却

す
る

＊
有

効
か

2
5
.9

6
0
.3

1
3
.8

2
8
.9

5
6
.9

1
4
.1

-
3
.1

3
.4

-
0
.3

問
６

．
授

業
の

方
法

g
.授

業
中

に
学

生
の

意
見

や
考

え
を

述
べ

さ
せ

る
 ＊

有
効

か
2
8
.9

5
9
.1

1
2
.0

3
1
.0

5
7
.6

1
1
.5

-
2
.1

1
.5

0
.5

問
６

．
授

業
の

方
法

h
.グ

ル
ー

プ
ワ

ー
ク

な
ど

、
学

生
が

参
加

す
る

機
会

を

つ
く
る

 ＊
有

効
か

3
1
.6

5
2
.9

1
5
.5

2
5
.8

5
0
.3

2
3
.9

5
.7

2
.6

-
8
.4

問
８

　
F
D

力
を
入

れ
て
い

る
あ
る
程
度

行
っ

て
い

な
い

経
験

し
た

経
験

し
て

い
な

い
力
を
入
れ

て
い
る

あ
る
程
度

行
っ

て
い

な
い

問
８

．
授

業
改

善
活

動
（
Ｆ

Ｄ
）
a
.学

内
調

査
・
IR

に
よ

る
学

生
の

学
修

状
況

な
ど

の
報

告
 ＊

行
っ

て
い

る
か

2
3
.8

6
0
.4

1
5
.9

問
１

９
8
3
.1

1
6
.9

問
８

．
授

業
改

善
活

動
（
Ｆ

Ｄ
）
b
.外

部
業

者
に

よ
る

学
力

・
能

力
テ

ス
ト

 ＊

行
っ

て
い

る
か

9
.7

3
5
.0

5
5
.3

問
８

．
授

業
改

善
活

動
（
Ｆ

Ｄ
）
c
.授

業
の

相
互

参
観

 ＊
行

っ
て

い
る

か
1
2
.2

3
8
.2

4
9
.6

4
5
.4

5
4
.6

問
８

．
授

業
改

善
活

動
（
Ｆ

Ｄ
）
d
.大

学
教

育
や

授
業

に
つ

い
て

の
教

員
間

の

討
論

 ＊
行

っ
て

い
る

か
7
.9

5
8
.2

3
3
.9

7
1
.3

2
8
.7

非
常
に

有
効

あ
る
程
度

有
効

有
効
で
は

な
い

非
常

に

有
効

あ
る

程

度
有

効

有
効

で

は
な

い

非
常
に
有

効

あ
る
程
度

有
効

有
効
で
は

な
い

問
８

．
授

業
改

善
活

動
（
Ｆ

Ｄ
）
a
.学

内
調

査
・
IR

に
よ

る
学

生
の

学
修

状
況

な
ど

の
報

告
 ＊

有
効

か
1
8
.6

6
6
.7

1
4
.7

問
８

．
授

業
改

善
活

動
（
Ｆ

Ｄ
）
b
.外

部
業

者
に

よ
る

学
力

・
能

力
テ

ス
ト

 ＊

有
効

か

問
８

．
授

業
改

善
活

動
（
Ｆ

Ｄ
）
c
.授

業
の

相
互

参
観

 ＊
有

効
か

1
0
.1

6
2
.9

2
7
.0

1
6
.6

6
5
.4

1
8
.0

-
6
.5

-
2
.5

9
.1

問
８

．
授

業
改

善
活

動
（
Ｆ

Ｄ
）
d
.大

学
教

育
や

授
業

に
つ

い
て

の
教

員
間

の

討
論

 ＊
有

効
か

1
5
.7

6
8
.4

1
5
.9

2
2
.5

6
5
.7

1
1
.8

-
6
.8

2
.7

4
.1

第
2
回

第
1
回
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問
９

　
改

善
の

方
向

（行
っ

て
い

る
か

）
力
を
入

れ
て
い

る
あ
る
程
度

行
っ
て
い

な
い

力
を

入
れ

て
い

る
あ

る
程

度
行

っ
て

い
な

い
力
を
入
れ

て
い
る

あ
る
程
度

行
っ
て
い

な
い

問
９

．
大

学
教

育
の

改
善

の
方

向
a.

習
得

す
る

べ
き

知
識

を
標

準
化

し
、

そ
れ

に
応

じ
て

ｶ
ﾘｷ

ｭﾗ
ﾑ

を
体

系
化

す
る

 ＊
行

っ
て

い
る

か
22
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